
5-4 Value Engine釘 lng(VE) 

5・4・1 Value Engineedng (VE)の概念

5・4・1・1 定義

( 1) Value Engineerlng (VE) 

米国重要l政府の調出見定(*1)によれば、 VE (Value Engineering)とは「請負業者が(1 ) 

もっと経済的に履行するための方法を自発的に提言し、その節約した成果の分け前に預る

か、もしくは (2)政府(発注機関を指す)からの命令によって、もっと経済的に履行す

るために政府と一株感を以て献心するプログラムを作って提出することを可能とする公的

に制定された技法であるJとある。そして、 VEとは「本質的な機能や特性を損うことな

く、購入し、操業、維持などの費用を増大させるあらゆるものを削減しようとする企てで

ある」と訳される。

これは、 「機能や特性のt樹寺と費用の節約のパランスJに立つ見方であり、業者の自発

性と発注者(つまり政府)からの強制の2種類の情l肢を置いている。

VEの目的は、コストを最僻良におさえ、価値を最対艮に引き出すことにあり、最低の

総コストで必要な機能を縫実に果たすために、製品やサービスの機能分析に注ぐ組織的な

努力である、と考えられる。 llnち製品やサービスの価値 (V)を機能(F)とコスト (C)

の比で促え、その価値の向上を目指す組織的な活動を指している。

(2) Value (価T直)の算定と向上

Valueとは、 「価値、値打、真価、ありがたみ;有用性;重要性。値(あたい)、数値」

などと訳されているい2)。この場合の価値とは、 「①物事の大切さの程度。ねうち、効用。

③何らかの要求を満たすための効用の見』也から物に対して認められる意義」などと定義(*

3)され、必ずしも金銭的な価格や値段のととを，割未しない。

価値の概念や算定のために、次の算式が用いられている。

F (機能)
V (価樹撒)= 一一一一

C (コスト)

但し、機能とは金額で矧面した値打ち (Wor刷、コストとはその機能と手に入れる費用、

つまり Valueとは機能又は値打ちと費用とのバランスではかられる。

価値を高めることがVE活動の目的であるということから、次のような活動パターンが

存在する。

① V 
C 

F↑ 
機能向上、コスト削減
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② V↑=T 機青ト定、コスト削減

F↑ 
③ V1'=百一 機能向上、コスト一定

④ V 
F竹

=ー一一 機能方偏向上、コスト多少向上
C↑ 

⑤ V↑ F.二 機能斜低下、コスト対融リ減
C4↓ 

これらの各パターン

⑤のパターンは、 VEの活動が機能を損なわないことを条件とする限り、アンフェアー

と受け取られる形態である。このパターンは「安かろう悪かろう」といわれるケースに該

当するので、機能は車目別こ下げてはならない、とする意見(村)もあるが、実際に、ヱの

パターンは存在する。米国で筆者が携わったプロジェクトでは、 VEの第一段階はこのパ

ターンだった。構想段階では、発注者治主主目織内の全関係者からあらゆる希望や要請を受け

入れるので、この脚皆のVEは、コストを削ることより、費沢な機能の排除や削減に重点

が置かれる。過剰な機能の排除や削減を行う限り、コストの低下は明白なので、この段階

のコスト比較は不要である。

指摘されるように「安かろう悪かろうJという弊害を避けるために、外音f>1雪特に応十L;iI航

者からの提案対象に含めない、という制限を設け、主として「発注者内部」のVE活動範

圏内で実施すると、効用がある、と考えられる。

国際ムキしにはDeviationProposalと称する値引き作戦がある。これは、⑤のパターン

を応礼者が利用するものである。入札条件に提示される条件や機能を下げ、安い価格を示

して発注者の気をひこうというもので、実際に提案業者カキ客札に成功することがある。

(3) VEの評価

一つのプロジェク卜の中で行われるVEは、様々なパターンカ蝶用されるが.一世的lこ、

①のパターンは非常に少ない。

②のパターンは、非常に多く大半を占める。

③のパターンは、②のパターンの継続として採用されることがあるe

④のパターンは、 C (コスト)の増加に注目されて、良い評価を受けない。

⑤のパターンは、プロジェクトの冒頭に発注者自身が行うことに限られ、他の関係者が行

った場合には、 F(機能)の減少に注目地嘆まって、良い評価を受けない。

5・4・1・2 VEの種類

(1 )主体者による分類
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VEには、内部愉討型(InternalValue Engineぽ ingStudy: 1児S)と変更提案型(Value

EngineeringぬangeProposal: VECP)の2f致Eがある。

① 内部検討型(JVES)

設計部皆もしくはそれ以前の段階から、 VE概念を利用し、発注者や発注者の雇ったコ

ンサルタント(詩情、マネジメント実施者、 VE専門家等)によって行われる。特に設

計のおよそ 30%邸皆の古植から始められる活動は、きわめて有効であり不可欠である、と

されている。

②変更提案型(VECP)

請負業者によって行われる提案で‘議負のどの開皆においても、設計変更、コストの引

き下げなと・を発注者に提案可能とする制度である。米国では、公共工事の発注機関のほと

んどで、提案を認める市l肢を謝在しているとの報告(*5)がある。

米国野!敬府では、設計段階において、内紛で行う内部検討型の他に、外部の変更提案

型を必ず採用するように、調溜期IJ(FωeralAquisition Regulation:1990.Part 48)に規

定している。

(2 )対象事例による分類

VEで、考慮されるべき対象には、 (函 4・5・1)のような事項が挙げられる (*6)。

仕様の見直し

資材の削減

システムの見直し

計算の合理化

意匠・デザインの見直し

工法の検討

管理手法の改善

調達の検討

(図 5・4・1) VEの対象事例
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(3) V E対象事例に対する主体者の適用性

VE対象事例に対して、 VE活動の主体者は(表 5・4・1)に示されるよう令適用

性が発揮出来る、と考えられる。例えは:意匠やデザインの見直しは設計者のVE活動が

録も有効で、工法の検討では受注者のVE活動が最も有効である、という常識的な判断が

示される。

(表 5・4・1) VE手法の適用性

V 、E¥の¥対、食!E事の胴主体者~ 内部検討型変更提案型

(IVES) (児CP)

発注者盆三m鐘重|殺害十者 ワー空軍首者
住僚(j)兄 l旦レ υ 弘J υ u 
資材の見直し 。 。'10 。
シ ス テ ム の 見 直 し 。 。 × 。
計算の合理化 。 。。。
意匠 ・デザインの見直し 。 。 。。
工 法 の 検 言サ × 。 × 。
管理手法の改善 X 。 × 。
調 遼 の 検 討 × 。 X 。
。有効 O 可能 x 不可能又は困難

VE活動の狙いは、従来の伝統的な常識を脱却することで、大きな成果が期待できる。

従って、個々の関係者功報映の役割分担の領域を越えて、潜在能力を発爆し、 VE活動の

可能性を高めるところに意義がある。具体的には(表 5・4・1)で、 0と示された常

識的な可能性をOの有効性にまで高めうる能力と窓欲カ考討草されると、 VEの目的と効果

のE聴が達成される。あらゆる対象事例にVE活動の成果の可能性を備えるマネジメント

実施者とワーク実施者の関わりは大きい。

5・4・2 VEの適用

5・4・2・1 VE実施時期と参画可能な関係者

プロジェクト関係者は、各時期で行われるVEに、 (表 5・4・2)に示されるよう

な参画が可能である。

マネジメント実施者がVEを行使し得る機会の多さや可能I生の大きさは、群を抜いてお

り、発注者を凌駕している。 VEが効果を発揮出来るか否かは、能力のあるマネジメント
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実施者を選定できるか否かにかかっている。

(表 5・4・2) VE参画関係者

内 部 検 討 型 変更提案型

(IVES) (VECP) 

実施時期 発注者 7~シ. 'li卜鶏諸 詩情 ワ-'J実革者

企画の開始から完了まで 。 。 × × 

設計の開始から完成まで 。 。 。 X 

設計の完成から入机3窃留まで 。 。 。 。
入札実施から契約締結まで 。 。 。 。
契約締結から竣工まで × ム x I 0 。リーダーシップを行使し得る O 意志、を反映出来る

ム参画可能 × 参画不可能

5・4・2・2 VEの実施時期と価値(Value)向上の可能性

5・4・1・1 (3)に挙げた価値向上の各パターンには、それカ宅局在可能な時期があ

る。例えば、最も初期の邸皆(企画の開始から完了まで)では、機能を調節しつつコスト

を概算して、プロジェクトの目標の価値を検討する。機能の調節の損憶は大きくコスト計

算の精度は粗い。謝納期が後段に進むにつれて、機能の調節の縁臨ま小さくなりコスト

計繁の精度l計轍となる。コストアップのパターンの検討は放棄される。掛冬騨皆(契約

締結以降)では、目標の機能は閤定されコスト削減によって価値を高める努力均巧予われる。

(表 5・4・3) VEによる価値侃上の可能性

実施時期 ① ② ③ ④ ⑤ 

企画の開始から完了まで 。。。。。
設計の開始から完成まで 。。。。。
設計の完成から入利5訪留まで 。。。× X 

入札実施から契約締結まじ X 。。× 

契約締結から竣工まで × 。× × 。有効 O 容易 × 困難又は不可能
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この傾向を整理した(表 5・4・3)によれば、②のパターン(機能一定、コスト削

減)が、ライフサイクルの全邸皆にわたって、高い適用性がある。特に詰十が定まってか

らの後半の段階に適用性か高い。 r機能を一定にして、コスト削減を図ることJがVEの

級念を代表しているζとは、このように適用性が高いことが栂拠になっている、と考えら

れる。ついで③のパターン(機能向上、コスト一定)の適用性が高い。これは特に設計が

定まるまでの前半の段階で、適用性が高い。

F T _ F→ F T 
但し、①は‘ V=てで ②は、 V= でー ③は、 V=一一

(脚上.~í峨:l (!書抗日1ト蹴 慨白ト-i)

FTT _ FL  
④は、 V= 一一 ⑤は、 V=ーー のパターンを示す。

C↑ Cω 
(駿繍祉‘ JJ，卜紗刷 雌斜軒、コスト網版)

V:価値、 F:機能、 C:コストをあらわす。

5・4・3 VEの効果

機能を一定に樹等しつつ、コストを削減するパターンに限定してVE効果を検討する。

この場合のVE活動は、コストの南l脱走主力果と結びつけられて、その効果地主判定される。

5・4・3・1 コストの削減努県

(1)発注者のコスト構成要素

発注者が実際に要するコストは、以下のような構成になる。

a 翠塑却なコスト

b 設計のまずさによって追加されるコスト

c 施工計闘の不備によって追加されるコスト

c-l 発注者の指定仮設等による施工計画

c-2 建設封土自身による1iU計画

d 工事管理面の不手際で追加されるコスト

e 実際のコスト (=a+b+c+d)

発注者又は受注業者は、思想コスト (a)と実際コスト (e)の差額を心ならずも負担

していることになる。

(2)発注者のコストと手!居

理想コストと実際コストとの差額を縮小し‘可能な限りゼロに近づげることが、 VEの

目的となるが、各々の立場において(表 5・4・4)に示すような利害関係均控ずる。
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(表 5・4・4) 発生コストと和居関係

余計 なコストの発生原因 ワーク実施者の手1屠 発注者の手l膳

b 設 言十 の ま ず さ な し f員 矢

c 施工計画の不備IC-l発注者の指定 な し f員 失

IC-2業者自身の計画 なし縛切:/i;腰高み) f員 失

d 工 事 管 理 の 不 手 際 f員 失 な し

(3)発注者のコストとその利益還元

余計な発生コストが存在しなかった場合には、関係者に対して(表 5・4・5)に示

すような手1庖還元の可能性がある。

(表 5・4・5) 利益還元の可能性

余計なコスト発生を抑止した内容 ワーク実施者の利害 発注者の手IJ筈

b 設 計 の ま ず さ 治主 な む、 な し 利 益

c 施L~画の不備がない Ic - l 発注者の指定 な し 利 益

I c-2業者自身の計画 利 益 な し

d工事管理の不手際がない 利 益 な し

(4)ワーク謝踏によるコスト縮減の柑鑓元

広義のVEの効用は、発注者にもワーク笑施者にも及ぶことが出来る。しかしプロジェ

ク卜の全関係者が委潤して行われる通常のVEは、発注者に効用がある活動に限定してい

る。その場合、ワーク実路渚Pにもたらされる効用は、 VE活動に参画したワーク実施者の

活動によって、発注者に還元されるコスト効果があげられた時に、その成果の一昔日の分け

前を受ける、という形で表される。通常の場合、ワーク実施者が自分の手11益のためにコス

ト削減の工夫や努力などの活動は、 VE活動に含めないごとにしている。

5・4・3・2 コスト削減の関心

ワーク実施者のコスト削減の関心は、自分の利益を向上させるために、 c-2とdに向

けられる。そしてワーク笑施者の関心は、発注者にとって重要な関心であるbやc-lに

向げられない。各々の立場では(表 5・4・6)のように、余計なコスト削減の努力の

可書針金と関心を示す。この表は、ワーク実施者に「可能性あり 無腐心」とあるように、

発注者の手1溢になるようなVE活動にワーク実施者を参薗させるには、ワーク実施者に有

効なインセンティプ喚定讃が必要であることを示めしている。それがないとワーク実施者
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は自分の利益にしか関心が向かない。一方、マネジメント期路は、発注者とまったく同

じ関心を持つこと地滑百援であるから、発注者側の利益志向の成果は出しやすい。発注者に

とって、マネジメント契約のほうが、 VE活動カ嚇能しやすい。

(表 5・4・6) コスト削減の可能性と時心度

マネジメント契約 ワーク契約

コスト発生原因 ワ』子安値者 7*:/メント実街 発注者 ワーク実施者 発注者

b :設 計 可能性あり 可能性あり 可能性あり 可能性あり可能性あり

無時心 関心あり 関心あり 無関心 関心あり

c-l:発注者の施工計画 可能性あり 可能性あり 可能性あり 可能性あり 可白由主あり

無関，心 関心あり 関心あり 無潤，む〉 関心あり

c-2 :ワーク実施者 可能性あり 可能性無し 可能イ湖、し 可能性あり 可能性無し

による施工計画 関心あり 無関IL' 無関Jふ 関心あり 無関J心

d :工事管理 可能性あり 弔問し可制し的り可制1
関心あり 無関心 無時心 関心あり 無関心

5・4・3・3 コスト効果の配分

前項4・3・2で、ワーク実施者には、発注者のコスト削減のための努力の可能性の余

地がありながら、時心を持たない領域があることを述べた。関{;、のないワーク実施者を発

注者側に利益誘導をすることが、 VE活動の成果向上につながる。

米国陸軍工兵隊(ArmyCorps of Engi口問'S)、連安敵府開拓局 (Bぽ伺1I of Recl醐 tion)、

連邦政件寸量調達庁(GSA)等の機関は、ワーク実施者に積極的な提案をさせてVE活動を

活発化させるためのインセンティプ高揚を試みている。具体的には、 VE提案地ヰ采用され

成果が上がった場合には、コス ト削減額を、ワーク実施者と発注者が、配分する規定であ

る。 その一例に (表 5・4・7)に示すような連邦政府の調達規則伐見定作7)がある。

逮妻阪府開拓局の規則では、 50%づつの配分にしている、といわれている。
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(表 5・4・7) 政府/業者のコスト削減額の配分比

配分形態(Sharing紅Tang師 en七)

自発的行為 義務附子為

(Voluntary) (Mandatory) 

契約形態 その時点 同一の将 その時点 同ーの将

(αmtract Type) の難守率 来の鶏惨事 の難。率 来の契約率

Instant Concurrent Instant Concurrent 

Contract and future Contract and Future 

Rate ωntract Rate Rate Contract Rate 

固定契約 (Fixed Price) 50/50 50/50 75/25 75/25 

報{貸付き (Incentive) * 50/50 * 75/25 

実費精算(Cost-Reimburs佃 lent) 75/25 75/25 85/15 85/15 

事業者の利益や報酬の算出式と同じ配分とする

5・4・3・4 コスト労燥の比較検証

VEによるコスト削減と利益塁元の比較検証を、筆者の変更提案型によるVE経験をも

とに、以下に行う。

(1 )変更提案型の事例検証

筆者がワーク実施者の立場で、変更提案型(ValueEngin町 ingChange Proposal: VECP) 

のVEに参加して成功事例を、 (表 4・4・8)に示す。

(表 4・4・8) 変更提案型による発注者側のコスト変化

原案コスト 1 O ~ リオント'Jt-

代案コスト 8 ミリオンドル

検討のための追加コスト O. 3 

提案業者の利益 l 1. 7 

入札提示価格 1 1 1 0 

発注者側の発生コスト 1 1 10 

発注者側の削減コスト 1. 0 ~リオンドル

発注者が提示した入札条件にもとづいて、原案による耐告(1 1ミリオYドル)と代案による

働者 (10ミリオンドル)の2通によって闘しし、関心を示した発注者料慢の採用を決めたも

のである。この場合、代案を検討するために業者は、 O.3ミリオンドル のコストをかけて、
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原案よりも2ミリオンドル低いコストが8ミリオンド]，の代案の作成に成功した。しかし、代案に付

けた提示価格は、原案より 1ミリオンドルだけ低い 11ミリオンドルである。それでも発注者は‘

原義よりも低い価格であることに満足して、代案を採用した。業者は‘原案では1ミリオンド

ルだけ計上した利益を、代;渠によって1. 7ミリオンドルによ首加できたので、この提案は成功し

たと評価されたのである。この場合、業者の利益率は 10%から約 20掘に増加、発注者の

削減コストは1ミリオンドルである。

(2 )内部特討型の事例検証

一方、同じことを内部検討型(InternalValue Engineering Study:TVES)で実施して、同

じVE効果を上げた場合の想定結盈を、 (表 4・4・9)に示す。

(表 4・4・9) 内務1検討型による発注者側のコスト変化

原案コスト 10ミリオンドル

代案コスト 8 ミリオンドル

検討のための追加コスト O. 3 

提案業者の利義 l O. 8 

入札品示価格 1 1 8. 8 

発注者側の発生コスト 1 1 9. 1 

発注者側の首I臓コスト 1. 9 ミリオYドル

先の (1)に示す原案(溶札価格が 11ミリオンドルと想定)を、発注者側のマネジメント

実施者が、内部鞍詑担のVEによって、 2ミリオンドルのコスト間1臓に成功して、入札に付した

とする。この場合、応みl災者が原案の入札と同等の価格競争力を保つには、原案の入札提

示価格の利益率(原案コストの10%)を超えることは困難と考えられる。そこで代案の入札

提示価書は、 8. 8ミリオYドルに落ちつく。応札業者の置かれた環境が(1)と全く同等で

あると想定すれば、この耐各を提示した業者が落札することになる。この場合の業者の利

益率(10%)は変化せず、発注者側の削減コストは1. 9ミリオンドルとなる。

(3)両者の比較検証

上 記 (1 )の変更提案型は、発達者にとって外笥渚のワーク実施者によるVEである。

外笥渚によるVEでは、提案者柳防咽格を決める。提案者糾呆有する技術上の諸権利も、

その価格の中に包含される。価格決定権を持つことで、業者側にVE提案のインセンティ

プが喚起される。しかし上記の(1)と (2)の比較で分かるように、発注者自らがVE

を実施したほうが、発注者に有利なコスト縮減効果が期待できる。その方法が、内部検討

型のVEであり、その成果を挙げるために、経験ある優れたマネジメント実施者の存在意

義がある、と考えられる。
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4・4・4 マネジメン卜契約とワーク契約のVEの比較

5・4・4・1 目的の比較

( 1 )マネジメント契約

マネジメント契約では、 VEの目的を達成させるために、発注者以外のマネジメント実

施者が、発注者とともに発注者の草1監擁護という共通の立場に立って効果をあげることを

考える。マネジメント契約と VE手法が、常に関連づけて述べられる理由は、マネジメン

ト契約は、ワーク契約よりもVEが機能しやすいととにある。その理由は、 VEの目的で

ある発注者の手!溢還元に、発注者ιL外の関係者が脊宰すること、及びパートナリング(Par

加ering)機能の発揮が容易であることなどの点で、ワーク契約よりもVE活動の目的が達

成されやすいことがあげられる。パートナリングの効果的な運用により、ワーク実施者で

も発注者の利益を考慮にいれたVε提案が出来るシステムである。パートナリングは、必

ずしもマネジメント契約にだけ適用可能なシステムではないが、マネジメント実施者の存

在がパートナリング機能の発揮に大きな貢献をし、その結果、ワーク実施者を発注者側に

引きょせたVE活動を容易にしている。

マネジメント契約では、階段鰯ワ(PhasedContract)の採用が可能である。ワーク実施者

が設計に量摺を及ぼす提案を行っても、発注者や設計者がその提案を受け入れる余地があ

る。ワーク実施者がVE提案できる対象を広げ、 VE効果の可能性を拡大させる。

(2 )ワーク契約

ワーク契約では終始、手l肱志向の異なる発注者とワーク実施者の対立抗態にある。企画

・設計樹街でコスト削減を考えるのは発注者だげである。この邸皆で、ワーク実施者の参

画はない。設計者は発注者側の立場に立つが、コスト問題で発注者の協プ渚になるだけの

潜在カを持たない。

設計終了後の入キ[殿階で、ワーク実施者からのVE提案の機会を作ることが出来る。し

かしその提案が、発注者にとって有益であっても、設計笈受を伴う提案を採用できる制度

になっていない場合が多い。 Z長十変更を受け入れる時間的余裕がないこと、設計者に設計

変更を受け入れること、を歓迎しない風潮があるからである。

契車慢帝結後の騨皆では、発注者利回格問題に介入することは、原則として不可能となる。

この騨皆で強いて活発にVE活動を行っても、設計のコンセプト、契約条件、契約金額、

工事仕様などへの抵触を回避する思考が働き、ワーク実施者からの提案は限定され、その

中で採用され発注者に還元されるのは、きわめて限定されたものにならざるを得ない。

施工$.%1皆ワーク実施者(WCr)の関心は、自分の利益関心を向けたコスト削減にあり、その

成果は、発注者に還元されない。

対象が限定されたVEの効果はきわめて低下することは避けられない(*8)(*9)。
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5・4・4・2 対象の内容と範囲の比較

(1 )マネジメント契約

マネジメント実施者泊1行う VE活動の業務には、次の3点を挙げることが出来る.

a.諒十の原案を、 VE的な観点から審査し、改善，r:1aについて設計者と合議して必要な修

正と改善を行い、機能を維持しつつコストダウンの努力を行う。

b.入札や施工部皆で、ワーク実施者からの契約変更の提案(ValueEngineering Change 

Proposa1)や代案提案(Alternati ve Proposal)を審査し、設計や工写誇f画を見直す。

C.発注者の意向を受けて、 VE活動を主宰する。

以上のa.b. c.いずれも発注者側に立つ業務である。

(2 )ワーク難句

ワーク契約の各櫛皆で、ワーク実施者料子うことが出来るVE活動の領媛は、以下のよ

うに大別される。

a.開発問皆でのVE活用;工法や製品の開発を効率的に行って、工事費の低減、同業他

社との格差化、競争力の向上などに寄与させる。具体的には、省力化、低公害、機械化な

どを対象にした技術開発での、 VE活動がある。

b.営業部皆でのVE活用;発注者坊主要求する品質とコストに合致する提案を行うために、

社肉に蓄積されたVE情報の活用体制を整備して営業活動に結びつける。

C. 設計邸皆でのVE活用;議十はコストに大きな影響を与えるので、目標のコストに収

めるために、設計をVE活動の対象とすることは、極めて有効である。具体的には、設計

上要求される機能を損ねずに、備さ、材料、工法等と連動した設計代議の提示を行う。

d.調達段階でのVE活用:必要な労務資機材を最も廉価で入手することが、調達の使命

である。 VE活動はその目的に合致している。具体例として、司磁あ'G(例えば外国等から

の調達)の比較検討、プロジェクト単位ではなく全社的な規模によるスケールメリゥト効

果を考慮した集中購買方式などが、挙げられる。

e.施工』忽皆でのVE活用;施工コストの削減に、 VE活動が効果は大きい。施工法や資

材仕様の検討等、改善の余地は大きい。具体例として、使用機械の種類・形式の検討、機

械の容量 ・台数の組み合わせの比較検討、作業蹴皇や輸送 ・移毅経路の改善、場開Tちと

製品使用の比較検討等地場げられる。

以上のVE活動は、システムの上では、発注者への平協還元を可能とする。しかし、活

動の対象の実態がワーク実施者自身し科目震できないこと、活動がワーク鶏踏のインセ

ンティブに依存しかないこと、などから実質的にはいずれも、ワーク実施者自身への利益

誘導カ捜査己的な活動になる。

5.4・4・3 活動の比較
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マネジメント契約とワーク契約におけるVE活動の特徴や相違有、は、 (表 5・4・8)

に示すように整理される。

(表 5・4・8) 活動の特徴の比較

マ ネ ユノ メ ン ト 契 約 ワーク契約

ワ-7実草書 71-γメント実草者 発 注 者 ワーク実草音 発 注 者

目的 自社の利益 発注者の利益 発注者の利益 自社の利益 発注者の利益

種類 変更提案型のみ 内部接討型/変更提案型 内部検討型のみ 変更提案型のみ 内部検討型のみ

姿勢 与件を検討 全可能性の範囲 全可能性の範囲 与件を検討 全可能性の範囲

時期 入札以降 全 期 間 全 期 問 入札以降 全 期 間

契約 義 務 な し 義務あり 義務なし 一

対象 契 約範 囲内 全 範 圏 全 範 回 契約範囲内 全 範 四

効果 出費の削減 契約金額の低減 予算の低淑 出費の削減 予算の低減

意義 利 潤の 増大 7'ロシ'ェクト費用E蹴 7・ロシ・ 1クト費目的糊 利潤の t智大 アロシ.ェクト費調印南極

(1)ワーク期簡の意志

ワーク実施者のVE志向は、ワーク契約でもマネジメント契約でも、全く同一である。

すなわちワーク実施者は、自分の利益につながるコストダウンの為のVEを行う意志を持

ち、実行している。この活動は広義のVE活動ではあるが、発注者への手幽塁元につなが

らない点で、狭義のVE活動の概念には当てはめない、との意見培技配的である。

(2)ワーク契約の制約

ワーク契約では、

・発注者の手il益に還元を目的とするVEは、通常は発注者自身の活動に限定される。

.ワーク掲簡は、自分に還元されないVEを自発的に行う認識はない。精力を浪費して

得るものがなにもないからである。

・発注者に強制されても、ワーク実施者にインセンティブが働かない限り、効果的なVE

効果はあがらない。

・ィンセンティプを喪失したワーク実施者を、サボタージュで処罰することは難しい。

.VEによる務守金額の減額が、負の評価になるワーク実施者は、 VE活動を回避する。

.着工後は、請負契約、設計、工期等の詰fj約のために、 VE効果は上がりにくい。

・ワーク実施者は、自発的にコストダウンのための工夫や試みを行うが、その成果は工夫

や試みの代僚として自分の懐に収め、発注者に還元されるととはなく、ワーク実施者によ

るVE活動の成果缶、発注者に還元するシステム均鴇能しにくい。
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(3 )マネジメント契約の効用

マネジメント契約では、

・マネジメント実施者が、発注者の知識と能力の制限を超えて、発注者の利益につながる

VEを行うことか可能である。

.プロジェクトの早い邸齢〉らのVE活動において、設計者の自己擁護を緋し自己批判を

機能さ制等るマネジメント笑施者の存在により、発注者のコストダウンをより支操的に発

揮するととが出来る。

.プロジェクトのあらゆる段階に関わるマネジメント実施者の存在により、あらゆる対象

に対してVEを機能させることが出来る。

・多様性のある形態と多能性を備えたマネジメント実施者の存在は、状況に応じた弾力的

なVE活動を可能にし、発注者の期待に応える成果が発揮できる。

5・4・4・4 将来展望

第二次大戦後、米国の民間企業で、発想され実用化されたVE手法は、その後、公共事

業の分野で体系化されて盛んに利用されてきた。しかしその後、民間企業では概して、余

り熱心ではなかったと指摘(*10)されている。その理由として、発注者である民間企業が、

設計者への批判を恐れ、腰が引けがちになることを挙げている。この雰囲気は、発注者、

設計者、ワーク実施者の間に、難今上で存在する平l膳関係に起因している。

しかし米国では、経済の成繋湖を迎えて、費用節約の要求はますます強まるだろう。従

って今後、 VE手法の存在は、ますます重要性を持つだろう、といわれて(*11)いる。
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第6主主米国におけるマネジメント契約(削とワーク契約(WC)の比較検証 (2)

{運営と管理段錆}

6-1 調達管理

6・1・1 ワーク契約とマネジメント契約の調室行為

建設プロジェクトのほ間違Jとは、下請げ業者、労働力、資機材、設備、復殺やサービ

スなどの入手を指す。米国では、軍隊府が Acquisition冊得、獲得)の語を使う(刈)

ほか、一鍛の建設会社が、通常はProcぽ倒的t(獲fゑ周旋、調達)、Purchasing(仕入

札翼入札購入)などの語(*2)を、時に応じて、Contrac七(契約、請負)、 Bid& Awar 

d (入札、落札)などの語を採用 (*3)する。入手行為を意味する語の概念は広く、引き合い、

入札、商談、発注、契約などをひっくるめた行為や活動を指している。

6・1・1・1 ワーク契約の調達

ワーク鶏カ (WC)の調達には、次の2種類がある。

① 発注者がワーク実施者を調達

② ワーク実施者が主事資材(労務、材料、機彼等)を誠逮

(作業員)

(図 6・1・1) ワーク契約における調達

6・1・1・2 マネジメント契約の調達

マネジメント契約の調達は、正確にはマネジメント契約の調達ということではなく、マ

ネジメント契約又はマネジメント実施者カザト在する調達という意味である。その関わり方

によって、次の3種類の調達方法がある。

①発注者が、マネジメント実施者を調達。

② マネジメント謝在者が、ワーク実施者を調達。

③発注者が、ワーク実施者を調室(マネジメント実施者がマネージメン卜する)。
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(a) (b) 

(図 6・1・2) マネジメント契約における調達

とれらは、上図の (a)と (b)に示されるもので、

(a)は請負拡張型、議十マネジメント型など、

(b)はオーナー型、エージェント型、設計拡張型、施工拡張型など、

に見られる調達形態である。

6・1・2 ワーク契約における調達

6・1・2・1 発注者によるワーク契約の調達

(図 6・1・1)に示す①である。

従来の伝統的な建設生産システムの元請契約に相当する。建設工事の施主で最も基本的

な性格を備えている。調達方法には、競争入札、指名入札、肱意交渉、符命の4種類があ

る。他に競争と交渉の合併変形として提案審査がある。

(1)一般(自由)競争入札

米国では、公共、民間を問わず、ほとんどこの形態が採用されている。

(2)指名(制限付き)競争入札

特殊な技術や経験を必要とする場合に、複数の業者を指名して入札を実行するもの。た

だし米国では、説得力を欠く指名をすると、公共工事、民間工事の別なく、指名に入らな

かった業者が、発注者にProtest(抗議)をすることが多い。

(3 )随意J交渉

特定の業者を選んで、交渉の末に業者を決定する方法である。わが国では見積合わせ等

の呼び方があるが、発注者の意に合う業者を選定する点では、競争原理治権鈎Eできる方法

である。第3者にZ腕力がないと採用が難しい。米国では樹直などの価格誘導方環止され

ている場合が多いので、発注者側の手中に交渉の切りヰしとなる材料於少なく 、条件交渉の

進め方均主非常に難しい。
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(4)特命

特定の業者を l社だけ選んで、交捗の末、契約締結する方法である。最初から知性を

特定していることが (3)と異なる。競争原理は機能しない。米国では (3)よりも、重

用されているようで、特化技術や特定の経験を重視した場合に採用されている。必ずしも

技術の公開が行われていないので、特定の業者は特命の強味を発揮している。

6・1・2・2 ワーク実施者による工事資源の調室

(図 6・1・1)に示す②である。

ワーク実施者が元請け業者の場合、外J主と直営の2通りのか法カ嘘択できる。外注とは

専門工事業者を選んで下請契約を締結する方法で Subconkact、Sublettingと呼ばれる。

直営とは、ワーク実施者が直接、労務、材料、機減を調達するヌア法で、 Directωntract

と呼ばれる。

( 1 )外注(Subletting)

米国では、総合建設会社といえども、直営で工事を行うことが原別である。わが国のよ

うに総倒鍛封上をI臨とした、専門工事会社の系列化はない。特殊の専門技術部門だけ

を外注する。逮常、共通して外往工事となるのは、建築工事では設備滝気、蜜周、衛生)、

土木Z草では鱗装などに限られる。

(2)直営(DirectContract) 

直営の調達は、労務、材料、機械の3種類に区分されるの均噌i重である。積算作業、積

算資料、現場会計などの種分けに使われる。この区分の位方は、日米で持亙している。

①労務(La凶r):米国では、労働組合(以下、ユニオン)の存在杭労務対策上きわめて

重要視されている。その理由は‘大工、溶接工、コンクリート工、重機オペレーター、ダ

ンプトラック運転手など、あらゆる職種のユニオン組織が、米国全土を覆っているからで

ある。通常の場合は、ユニオンに所属する作業員を採用して工事を行うので、プロジェク

トの責任者は、ユニオンとの良好な関係を保つごとが非常に大切になる。ただしユニオン

の組織率が低調な地方では、非ユニオンの作業員を採用して工事を行う。このような地方

の建設会社では、話時抱えている子飼いの作業員によって、工事を行うことも多い。

②材料(Ma回rial):対象となるものは、工事対象物に使われる永久材料、その工事作業

のために使われる仮設材料のうちの消耗材料などである。これらの調達にお重しているの

は、購入すなわち貨い取りにある。永久材料には、買い取りの対象となる工事対象物の一

部に含まれる櫛繍、例えば建築の中の電気設備なども含まれる。

信糖械(Equipment):対象となるものは、王軍用の機械や設備、仮設用の機械、設備、材

料などである。これらの調達にお直しているのは、 f員料勘定または償却勘定であることで、

購入費全額をそのプロジェク卜だげで負担しない。

材料と機械は、物理的な外見による表現ではなく、経理処理上の区分にもとづいている。
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6 . 1・3 マネジメン卜実施者が介在する調達

6・1・3・1 発注者によるマネジメン卜実飽者の5防塞

(図 6・1・2)の (a)に示す①、または (b)に示す①を指す。乙れは「第3主主

3-5 マネジメント勢初選定」で述べたことと、まったく同じである。

6・1・3・2 マネジメン卜笑施者によるワーク実施者の調達

(図 6・1・2)の (a)に示す②である。

マネジメント実施者が、発注書の代理役に任じられて、ワーク実施者を調達する場合で

ある。との位置づけは、先の6・1・2・1でワーク期首者を調達する発注者に対応する。

原則として、向じプデ法が選択できる。

発注者が自ら直接調達する場合は、選択する方法も業者も、発注者自ら地鶏句得できれば

よいので、制約はない。

マネジメント実施者が発注者に代わって調達を行う場合、調達結果の妥当性を立証する

よりも、発注者に対し説得力を持つ業者選定方法を選択するほうが、より重要である。

発注者がマネジメント期在者をさしおいて、あらかじめ選定したり指名しておむ吃 No

minated Contrac初'r(指名業者)を、マネジメント実施者に対して与える方法は、クテマ

エの上では採用可能である。しかし、マネジメント実施者を調達段階で起用するのは、発

注者自身に調達の機能や能力が乏しいことが原因であり、この指名業者のようなケースは、

実際にはきわめて少ない。

(図 6・1・3) 競争入札の事例
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米国では、発注者に説得力を持つ選択基準は、 「最も安いJである。従って‘選択され

る方法はほとんど競争入札に稽ちつく。筆者の米国における経験では、 (図 6・1・3)

に示すような手順を採用していた。実際に業務を行うのがマネジメント実施者(MCr)であっ

ても、次の段階に進む前に、必ず発注者の同意や承認の取り付けが不可欠である。

業者の資絡を審査して選定したあとで、選定にもれた業者から必ず文書で、抗議を申し

込まれた。これに対して、選定に漏れた理由を、文書にして回答した。その回答文は、そ

の後の係争にもつれ込まないように、法務担当者や顧問弁護士の照査を受けてから発信す

ることにしていた。

交渉の段階では、価格交渉に採用する方法で注目すべきことがある。米国では、契約交

渉の際に価裕誘導ができない。価格誘導とは、条件を変えずに減額を要求したり、価絡を

下げないと契約をしないと脅迫したり、他の業者はもっと安価を晶子Rしていると耳打ちし

て駆け引きをして、相手側の提示価各を変更させることをいう。このような、行為は、米

国ではアンフェアーである、ということになっている。その根拠は、条件を変更しなけれ

ば価桟は変わるはずがない、条件変更なく値踏を下げることが出来るということは最初の

提示価格には信念も誠意もないと受け取られてしまう、という考え方がもとになっている。

表向きは、そういうことだが、実際に裏取引で、価書誘導治情われて契約に至っている例

があるかも知れない。実情はわからない。しかし取引関係がこじれて紛争になった場合、

強制的な価格誘導をされたととを暴露されると、紛争処躍を解決する際にダメージになる。

つまり、価格誘導の強制には、リスクがある。したがって指し値なと・の手をつかった価格

交渉は、事実上は不可能と考えたほうが無難である。その結果、契約交樹立条件交渉の形

で進められる。つまり条件を変えるととによって耐告を変えるように交渉を運ぴ、結果と

して、発注者の希望する偽情に誘導することが可能となる。

6・1・3・3 マネジメント実施者によるワーク実施者の調達

(図 6・1・2)の (b)③に示す場合である。マネジメント実施者が発注者に代わ

って、ワーク実施者を調逮するが、契約は、発注者とワーク実施者との簡で締結する。

前項の6・1・3・2の②と当項の③との問で相遣する点は :

②は、マネジメント実施者とワーク実施者が直接、契約を締結するので、契約上では責任

やリスクをマネジメント実施者が負う。マネジメント実施者は、発注者に対してあらゆる

情報をガラス張りにしてすべての識童を期予する。原則としてマネジメント実施者と発注

者との間に、手惜の衝突は起きない。意見の疎通も円滑に行われ、全ての情報は共有され

る。調室勤祉の思想も一致する。その経謀、マネジメント実施者は、自分が被っている

全ての契約上のリスクを、発注者に転稼することが出来る。

マネジメント実施者とワーク実施者との問に契約紛争材性した場合に、状況如何によ

ー 218-

つては、発注者とマネジメント実施者との問に、意見の対立が生じることがある。難句規

定上の解釈をめぐる、責任のなすりあいや押しつけあいである。その場合、マネジメント

実施者は、発注者とワーク実施者の板ばさみになってしまう。発注者もワーク笑絡者も、

どちらも負担しないリスクを、マネジメン卜実施者が負わなければならない破自に陥るこ

とがある。通常のマネジメント契約は、マネジメント実施者が大きなリスク負担する貸用

を含まないので、とのような状況に追い込まれることは、マネジメント実施者にとっては

企業基盤にかかわるきわめて危険なことで、絶対に回避しなければならない。この危険回

避は、マネジメント実施者にとって、最も重要なリスクマネジメントの一つである。

③は、手続の上では発注者とワーク実施者が契約を締結することになるので、マネジメ

ント実施者は、発注者の代理人として、発注者の立場に立った調溜号為のマネジメントの

役割を演じる。マネジメントに当たって、マネジメント実施者はつねに、発注者を啓蒙し

理解を深めさせるために、調達上の思忍や方法、方法の選択肢などを明示し、選択の結果

比較について、発注者にあらゆる情報を与える努力がo婆である。発注者は、マネジメン

ト実施者のマネージメントによる誠童結果に対して、難句上の責任とリスクを負う。発注

者には、ワーク実施者との間に契新紛争椅包きた場合に、矢面に立たされて解決処濯に要

する費用の負担リスクがある。

6・1・4 ワーク契約とマネジメント契約の比較

6・1・4・1 調達業務の相違点

(図 6・1・1)に示されるワーク契約と、 (図 6・1・2)に示されるマネジメ

ント戴切ー殻的な調達業務は、 (表 6・1・1)に示されるように笠理される。
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(表 6・1・1) 調達業務の比較

契 約 形 態 ワーク契約 マネジメント契約

表 巧Z 図 図 6・1・1 図 6・1・2

調達の穏類 ① ② ① ② ③ 

主 体 者 発注者 ワーク実直吉 発 注 者ー ，~シ・メント実施首 発注者

マネージメント担当 発注者 ワーク実益者 発 注 者 ， ~γ メント実量者 ?~1'メント実績

対 象 ワーク鶏者 工事資源 ，，~γ メント霊草者 ワーク実草書 ワーク実草者

採用システム 競争 直 円邑 全マネシ・ jント契約 請負拡張型 オーナー型

指 名 (内部化) 諦十請負拡張型 エーシ~ント聖

随契 施工請負型

特 命

リスクの負担者 発注者 ワ-p実施者 発 注 者 ?~γ メント実益者 発注者

(発証書t転躍が原副)

6・1・4・2 マネジメント契約における調達業務の役割分担

米国のマネジメント契約では、発注者とマネジメント実施者が行っている調達業務の役

割は、米国のマネジメント契約約款の規定(*2，凡 *5，*6，本7，時)に従って整理すると、 (表

6・1・2)示されるような分担になる。

-220 -

(表 6・1・2) マネジメント契従弟旬款に見る百総主業務の役割l分担

GSA AGC αI.1¥A 

日にr 榔 MCr 難者 MCr 魁苦

引き併(Solicitation) 。 。 。 。

i積立案(Plani昭，Scheduling) 。 。 。 。

翁楓艇(Contractors'Interestcom同期) 。 。 。

磐リスト餓(BiddersList) 。 。 。 。

入崎重量(Pre-Bidωnf，位、ence) 。 。 。 。

減額(Evaluatef，加alyZingsid) 。 。 。 。 。

者王鈴(Notice切 Proωω) 。 。 。

紙滋(Award) 。 。 。 。

鶏~(Contract) 。 。 。 。

。主導的な役割 0 補助的 ・協力的な役~IJ

上表によると各機関が、マネジメント笑施者(MCr)に期待する役割分担には、相違がある。

マネジメント実施者が分担する役割は、 ω仙の規定が最も大きい。次いで AGCで、 GSA

が最も小さい。

各々の役割分担の相違は、マネジメント契約の前提として想定している発注者の能力や

機能の水準に相違があるためである。

側AAは、能力や機能古河底い発注者を相手にすることを前提とした約款を規定している。

GSAは、発注者である自分たちの古EtJや機能を高く評価しているかまたは整備すること

を前提にした新撤を規定している。
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6-2 工程管理

6・2・1 ワーク契約とマネジメント契約における工程管理

6・2・1・1 工程管理の舵念

工程管理には、広義と拶議の2通りの慨含がある。広義は、工程(Sch凶ule)を計画(Pla

nning)し、その計画を管理(Manag<側 ent)する舵念を指す。これをマネジメン卜と呼ぶ。狭

義は、計画された工程案に従ってコントロールする概念を指す。すなわちマネジメント

(広義)はプランニングとコントロール(狭義)から構成されている。プランニングは第

4章第3節の工程の編成で述べた。当節は、コントロールを対象とする。

6・2・1・2 工程管理の位置づけ

工程管理が、品質 ・費用 ・工期 ・安全の回大管理要素の一つであることは、日米共通で

ある。日本では、工期を守るととだげ地主強調され過ぎているきらいがあるが、米国では、

本来の工程管理の蛍義は、以下のように広範な内容を含んでいる。

①工期の問題;工程を守ることにより、工期を間に合わせるように管理する。

僅贋用の問題;工程を守ることにより、冗費の発生を防止するように管理する。

経済速度によって設定される最適経済エ:期を守ることによって、生産性の向上か可能に

なると、工事授は、経済的に晶直な結果に洛ちつく。つまり正しく計画された工事手~I頂を

守ることによって、無駄な支出、待機や、手待ち時間の発生などを回避することができる。

@品質の問題;工濯を守ることにより、劣悪な品質の発生を防止し、規定された品質を維

持するように工程を管理する。たとえば、所用の強度の発揮に必要な期間の手釘寺、時系列

に正しいZ薄手11闘を守る管理は、品質の紺寺のために必要な工程管理である。

④安全の問題;工程を守ることにより、事故の発生を防止するように工程を管理する。

(表 6・2・1)日米の施工管理の忠想

たとえば、事故の多発につながる突貫工事や、報鞍工事などのような工事環境を回避す

ることにつとめる管理は、安全対策上で必要な工管官理である。

工程管理とは、本来は着工(工事の開始)から竣工(工事の完成)までの途中の結晶を、
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愚直な状況で仕事を行って目標を達成するように組織や工事資源(労務、材料、機材)の

管理や運営を行うことにある。日本のように工期一点張りにならない点が、米国の工程管

理の特徴である、と考えられる。日米両国の施工管理全体における工程管理の位置付けを

の比較すると、 (表 6・2・1)のように表示される。

米国では目標の品質を達成するために最も安く施工することに力点がおかれ、工期は条

件によって変動する。わが国では、品質の規定は抽象的で思担性が濃く、般人気質の常識

に照った仕上がりで納期を厳守して完成させることに力点があり、費用は流動する。

6・2・1・3 ワーク契約とマネジメント契約における工程管理

( 1 )ワーク契約における工程管理

ワーク契約の工程管理には、 (図 6・2・1)示すような2種類がある。

匡司

(図 6・2・1) ワーク契約における工程管理

む発注者がワーク実施者を管理。

②ワーク実施者が自らを、または下請げ業者などを管理。

(2)マネジメント契約における工程管理

マネジメント勢。の工程管理には、 (図 6・2・2)に示すような2種類がある。

(図 6・2・2) マネジメント難。における工程管理
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①マネジメント実施者がワーク謝ifii蓄を管理。

②ワーク実施者が、自らをまたは下請け業者を管理。

6・2・2 ワーク契約における工程管理

6・2・2・1 発注者がワ←ク実施者を管理する場合

これは(図 6・2・1)に示す①であり、後述の6・2・3・iの(1 )で採用され

る方法判撲と酷似している。異なる点は、管理の権限をすべて発注者が握り、管理責任

を発注者がすべて負うことにある。実際に使用される基本工程図表は、発注者が作成する。

これにワーク実施者の意向を反映させることが多い。工程の遅延に関して、発注者がワー

ク実施者に対して採る処置には、通常次の2通りの対応叫がある。

①発注者が、ワーク実施者に対して、工程遅延の「事実」を指摘して警告。

②発注者が、ワーク実施者に対して、工程遅延の「予測」を指摘して警告。

警告を行うことによって、発注者は、ワーク実施者に、工程遅延に関する結果責任の押

しつげを意図する。警告を受けたワーク実施者は、その警告に対する反応を示すなど、何

らかの対応を講じなげればならない。ワーク笑施者が、警告を無視すると、工器星廷の結

果責任を全面的に被ることになる。

2・2・2 ワーク実施者が自らや下請け業者などを管理する場合

これは、 (図 6・2・1)に示す②である。

( 1 )基本工程図表

ワーク措置者が、工程管理の基準として使用する基本工程図表は、通常の場合、以下の

どれかのか法で、確定されている。

①発注者均勾乍成して、入札曾類と共に応札者に与える工程図表。

②発注者古河''F成して、入札苔類と共に応礼者に与えた工程図表に、ワーク実施者利多正追

記して、契約書類の一部として発効した工程図表。

③ワーク実施者が、入札に先立って作成した工程図表を、樹L前後に発注者との契約交渉

を通じて修正し、契約書類の一部として発効した工程図表。

④ワーク実施者が、契約に先立って作成した工程図表を‘発注者との契約交渉を通じて修

正し、発注者の承認を得てから、契約書類の一部として発効した工程図表。

①は発注書の指示返りのもの、②は発注者に計画にワーク謝在者の怠志を反映させたも

の、③はワーク実施者からの工程の提案 (VE提案)が落札の決め手になるもの、④はワ

ーク実施者に工程に関する構想のすべて地主委ねられるものである。通常、採用されること

が多いのは、②の方法である。

なお米国では、公共工事で義務づけされているとともあって、ほとんどの場合、基本工

-224 -

程図表にネットワーク図表が採用されている。

(2)日常の管理

ワーク実施者杭通常に行っている工智管理には、次の2磁類がある。

①ミクロ管理

②マクロ管理

①のミクロ管理は、目的を日常工草の樹隼とし、ワーク実施者(WCr)が担当するプロジェ

クト全体から工種毎、期間毎に区分して管理を続けていくものである。工種区分は工事担

当者の担当範囲や下請け業者の分担iIie囲に基づいて決められる。期間の区分lふ通常の場

合、 1週間、半月、 1カ月、 3カ月を単位とする。この管理に使用される工程図表は、ほ

とんどが榛線式である。トンネル、舗装、カルパート、堤体、溝煽りなどのような、単一

作業持続するような工事では、グラフ式糾吏用されることもある。一般に米国でもミク

ロ管理でネットワーク図表を使うことは少ない。前項 (1)で述べた基本工程表から、該

当する工種と期間の部分を抽出して部分工程図表を作成し、期間毎に工程表を更新しなが

ら管理を行う。管理中に発生した変化、その変化によって生じた影響は通常の対処方法で

は、次の期間が始まる前の計画で、修正や調整をはかつておき、次の期間中で解決をつけ

てしまうように試みる。

②のマクロ管理は、ワーク実施者の全請負範囲を対象として、全体の進渉経過を紺官官蔑

するものである。その目的は、工事全体の進捗度の確認と工程全体の戦略的な管理である。

管理に用いられる尺度には、通常は出来高金額をあてる。トンネルや盛土の工事のように.

→困の工事数量がプロジェクト全体の完成度を象徴的に謁見する場合には、その代表的な

工事数量を進渉の尺度に採用することもある。着B寺0%、竣工時100%として作成された

予定虚織と実施曲線との対応図は、わが国ではいわゆるバナナ曲線と俗称されて、わが国

でなじまれているが、米国の現場でも良く利用されている管理図である。

マクロ管理の基本は、先に挙げた基本工程図表であり、それはネットワーク図表で蔀見

されている。米国で発行されている教科書には、このネットワーク区康による工程管理の

手法治群しく書かれている。それによると工草の進捗につれて、制児変化を刻々とネット

ワーク図表にインプットして、最新情報による状態にしながら管理していくことを勧めて

いる。しかし筆者の知る限り、そのように凡帳面な追跡を期すしている例はない。当初に

作成した基本工程図表上に、状況を刻々朱入れして、予定と知直の棺遣を把握するにとど

めている。嘉納の米国事例の紹介にも、同じような主旨の報告(事1.*2， *3， *4，本5)がある。

(3) 工淵の延長(Extensionof Time:EOT) 

発注者にとって工程管理上の最大の関心は、工期が融制に守られるか否かにある。一

方ワーク実施者は、工事途中で何らかの条件変更が発生すると、竣工時期の遅延は当然の

栴 Ijであると主張する。発注者は、その条件変更を工期延長の理由にすることを拒否する。

双方の主張が衝突する。
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工程の進渉に変化が出てくると、ワーク実施者は、まずその原因を探る。通常の場合、

ワーク実施者は、工程の進捗の変化が自己責任か否かを倹討し、責任回避の理論武装を鰐

築する。次いで、その原因が一過性のものか永続的なものかを判断する。責任の所在、継

続性を見きわめた上で、ワーク実施者は、工期延長(Extensionof Time; EOT)の樹リを発注

者に通告する。 EOTの通告は、双方の契約当事者の契約観主である。ワーク期路から発

注者に対して行う EOTの通告には、次の2返りがある。

①ワーク実施者が、工程遅延の事実を発注者に通告。

②ワーク謁簡が、工程遅延の予測を発注者に通告。

①では、たとえばワーク実施者は、次のような通告を発注者に対して行う。

roooの工事は、×月×臼時点でA日間の遅延の事実があることを通告する。この遅延

の原因は<><><x>のためであり、当方(ワーク実施者)には一切責任はない。したがって、

工期を口日に延長することを要求する。また乙の工期延長によって発生する費用は翼方

(発注者)，こよって負担されるものとする。」

②では、たとえばワーク笑施者は、次のような通告を発注者に対して行う。

rooo工惑は、<><><x>の原因によって予定より進渉が遅れるごとが予測される。この

返延は当方(ワーク実施者)の責任ではない。この遅延を理由とする工期の延長を要求す

る。工期の延長に伴うすべての費用は貴方(発注者)が負担するべきであるととを、予め

通告する。 J

いずれも、ワーク実施者が、工期の延長の権利を確立すると同時に、工程遅延によって

工期を守れなかった場合に鍛えて、責任から免れようと試みる事前対策の一つである。

6・2・3 マネジメント契約における工程管理

6・2・3・1 マネジメント実施者によるワーク実施者の管理

これは(図 6・2・2)に示す①である。

(1)基本工程図表

マネジメント実施者均鴨用する基本工程図表は、発注者の意を受けてマネジメント実施

者自身が作成するネットワーク図表であり、マスタースケジュールとも称される。基本工

程図表は、設計洲碇した段階で入札に先立つて作成され、入札や契約の条件を規定する

書類の一部として使用される。契約に先立って、あるいは工主要の途中で、ワーク実施宥の

要求に応じた修正が力日えられることがある。

マネジメント笑施者が工程管理を業務範囲の一部にしている限り、マスタースケジュー

ルは必ずマネジメント実施者が作成し、適時」ど要な修正を加える。他の者がマスタースケ

ジュールの作成や修正に関わる作業に携わることはない。

(2)日常の管理
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マネジメント実施者が日常に行う工程管理には、以下の2種類がある。

①マイルストーン管理

②トータJレ管理

①のマイルストーン管理は、プロジェクトの全体工程の中の、いくつかの重要な時点を、

中間工期として管理するものである。通常のマイルストーンは、 全工期を4等分したり 1

0等分した管理時点を指すが、このように機械的に定めた中間工期は余り効用がない。ー

業者による工事の場合は、着工時(契約時から期間を置く場合がある)、土工事終了時、

基礎終了時、躯体終了時、外構終了時、竣工時なと・の時期が典型的な中間の工期管理の時

点である。マイルストーンの設定とその設定時点に対する目標管理は、工事の途中で進捗

を把握できるメリットがある。しかしマイルストーンの最も大きな効用は、複数の業者が

同時に務穣して工主要を行う場合の工程管理にある。あるいは一業者が工事を終わったあと、

他の業者が別の工事を行うためにその現場に入ってくるような場合の工程管理に効用があ

る。すなわち現場の引渡し時期をマイルストーンとして設定すると、先の業者カg見場の引

渡し時期のマイルストーンを守ることによって、次の業者は予忠重りその現場に入って工

事を始めることが可能になる。先の業者の工事終了がマイルストーンから返れると、次の

業者は現場に入れず、次の工事の着工カ握れ、ひいては全体の工程遅延の原因につながる。

しかも、次の業者は損害をクレームすることが明白なので、クレームを受けたマネジメン

ト実施者や発注者の損失にもつながる。マネジメント実施者は発注者に代わって複数の業

者(ワーク実施者)間を弱整し、遅延の発生を最l]1(l，良に収めて発注者の損害にならないよ

うに、あるいは損害を最小』こくいとめるような工程管理がきわめて重要な責務であるので、

管理指標となるマイルストーンの確定は、非常に意味がある。

管理にはネットワーク図表が用いられているe ほぽ一ヶ月毎にコンピュータ手法(たと

えばプリマペーラなど)を使って追跡し、実態に応じて必要な補正を行っている。大きな

修正の必要に迫られた場合には、図表を作成しなおすこともある。

②のトータル管理は、先の6・2・2・1(2)に示す②マクロ管理と同じ手法が用いら

れている。この管理は、工事の進渉もさるごとながらマネジメント実施者が、発注者のた

めにキャッシュフロー(資金手当)の予定をつかむことを目的とすることが多い。すべて

の業者の出来高予定を山積みした曲線は、発注者が業者に封ムうキャッシュ俣際は小切

手や手形が多いが)の推移又は期日曲線を意味しているので、このトータル管理は、工事

の進渉をマクロ的にとらえると同時に、発注者の支払い量を予測することに使われている。

ワーク実施者のマクロ管理に比べて、使い道に多様性がある。

(3)工期の遅延

工期遅延の事実や予測の指摘、あるいは通告は、マネジメント実施者の重要な工程管理

上の任務の一つである。ワーク実施者にとっても非常に重要である。通常、工事の途中で

これらの行為を、マネジメント実施者もワーク実施者も、お互いに何度も繰り返して行う
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のは、そのためである。同じ事象を対象にして、双方が同じ反応を示すことはない。一方

地境手を打てば、他方がそれに;団Hするというやりとりになる。それには、次の4通りの

方法治揺られる。

①マネジメント実施者が、ワーク謝在者の工期遅延の事実を指摘

②マネジメント実施者が、ワーク実施者のZ淵遅延の予測を指摘

③ワーク実施者が、工期適正の事実をマネジメント実施者に通告

④ワーク実施者が、工期遅延の予測をマネジメント実施者に通告

①では、たとえばマネジメント実施者は、次のように指摘する書簡をワーク実自嘗蓄に対

して発行する。

rooo工連は×月x日時点でおよそA日の遅延の事実が認められる。この遅延した原因

はすべて貴方(ワーク実施者)にあり、当方(発注者とマネジメント実施者)の責任はな

い。貴方は工事の遅延を必ず回復する為に、有効な方法を立案して当方に提出せよ。なお、

遅延回復のために要する費用は貧方が負担すべきである。」

②では、たとえばマネジメント実施者は、次のように指摘する書簡をワーク実施者に対

して予断守する。

rooo工事は、現在の状況で判断すると今後大巾な遅延が予測される。ごの遅延によっ

て当方(発注者とマネジメント実施者)にもたらされる損害は、すべて貴方(ワーク実施

者)が負担すべきである。予測されるような状態に陥ることがないように、今から充分な

対応をして遅延を生じないよう、予め警告する。」

③では、たとえばワーク実施者は、次のように通告する書簡をマネジメント実施者(場

合によっては発注者にも)に対して発行する。

rooo工事は、 x月×日時点、で、およそム日の適正の事実があること金通告する。この

遅延した原因は<><><><>のためであり、一切当方(ワーク実施者(WCr))の責任ではない。

したがってこの遅延によって工期延長口臼を要求する。また、この工期延長によって発生

する資舟は当方の資任によるものではないので、貴方(発注者またはマネジメント実施者)

によって負担されることを通告する。」

④では、たとえばワーク実施者は、次のように通告する書簡をマネジメント実施者(場

合によっては発注者にも)に対して発行する。

rooo工惑は、現在の状況で判断すると今後大巾な遅延が予測される。この遅延は当方

(ワーク実施者)の責任ではないので、この遅延によって発生するすべての損失(ワーク

実施者治報る損害を含めて)は、貴方(発注者またはワーク実施者)が負担すべきである

ことを通告する。」

以上の迂沼渇渇は、このー状の書筒で解決するものではなく、その後に繰り返される応

酬の第一歩である、と見なされる。

応酬はほとんどの場合、工事の終了まで延々と続く。そして工事中に発生する条件が積
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み重ねられていくうちに、応酬の対象になる事象の数は膨れ上がる。

上詰~は、先の6 ・ 2 ・ 2 ・ 2 の (3) のワーク難。のケースと共通している。<D@
は、ワーク契約では、発行者ーが自ら行う。マネジメント契約ではマネジメント実施者が発

注者に代わって行う。マネジメント契約ではマネジメン卜謝路と発注者の二日笠のため

に、もし両者のあいだに不協和音か程ぎると、最終時点の局面で発注者とマネジメント実

施者の聞の紛争になってしまうことが出てくる。したがって<D@は、マネジメント契約の

形態によって、表現が鮒少に変わってくる。

オーナー君主の場合、ワーク契約の発注者の主張と同じように 「エ事遅延を回復せよ。

回復の費用はワーク実施者が負担せよ。」

これは、まったく発注者の立場で警かれている。

エージェント型、設計鉱張型、請負拡張型の場合、

「工程カ可思正している。選延による損害はワーク実施者が負担せよ。」

とれは、発注者の利益擁護を目的としている。

施工拡張型の場合、この書簡は発注者に向けられて、

「工程カ濯延している。工事の進渉は貴方(発注者)とのイサなる相互理解によって進め

られてきているので、状況は最善の結果が反映されているものと確信する」

これは、事実に対する理解を発注者に求めている。この場合のマネジメント実施者に必

要な資質は、発注者に対する説得力ということになる。

6・2・3・2 ワーク菊留者による自身や下請け業者などに対する管理

これは(図 6・2・2)に示す②であるが、先の6・2・2・2で述べた(図 6・

2・1)に示す②と全く同じである。ワーク実施者が行う工程管理は、マネジメント謝在

者の介在による影響をうけないのである。

6・2・3・3 マネジメント契約における各機関の工密管理の役割分担

連安蹴骨髄腿庁(GSA)の規定(*6)や、米国CM協会{倒AA)の糊調定(*7，*8， *9)によ

れば、マネジメント契約のプロジェクト関係者たちの工程管理は(表 6・2・2)に示

すような役割を分担している。

設計変更に関わる部分で‘米国CM協会(倒的)には記述があるが、連到トー脅鯛達庁(GSA)

には話室がない。 i野日寸調達庁(GSA)は、発注者に諦十変更の榔良を与えていることを意

味している。米国CM協会(CMAA)では、発注者にプロジェクトマネジメントの能力や機能

に期待せず、マネジメント実施者に大きな椙l良を与えていることを意味している。
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(表 6・2・2) マネジメント知りにおける工程管理の{錨リ

一般調達庁 (GSA) 米国CM協会(CMAA)

ワーク鶏宮 7*γ メント鶏苦 発注者 ワ-1難宣 7ネγメント努儲 発注者

基本工程図表 。 。 。

工事工程表 。 。 。 。 。

定例工程会議 。 。 。

会議議事録 。

進捗報告書 。 。 。 。

進渉記録 。

工事の実施 。 。 。 。 。

進渉報告 。 。 。 。 。

工期変更要求 。 。 。 。 。

記録写真 。

代替方法決定 。 。

工期回復方法 。 。

工期内完成 。

完成日の決定

。作成、実行などの実質的役割 O 指示、要求、 R程E、承認などの役割

空欄は、記述のないもの。

6 . 2・3・4 各機関のマネジメント期踏の工程管理の御I

連到ト蹴周逮庁(GSA)、米国CM協会(α悩)、米国総合建設業者協会(AGC)の約款(ホ10，*

11)、米国建築士協会(AIA)の約款(*12)の規定を加えて、マネジメント実施者に与えられて

いる工程管理の役割や櫛良は、 (表 6・2・3)に示すように整理される。

各後関カf規定するマネジメント実施者の役割を比較すると、一暢腿斤(GSA)、米国CM

協会(α仏A)の規定は、具嗣守である。マネジメント実施者に課す業務の範囲は広い。

米国総合建設業者協会(AGC)と米国建築士協会(AIA)の規定は、やや網の自治相い。マネ

ジメント実施者の工程管理の業務範囲が狭い。後者の2機関 AGCと AIAには、前者の2

機関 GSAとC胤Aよりも、工程管理に関する契約上の義務を、軽減 ・回避しようとする姿

勢がある。協会傘下の会長である総合建設業者や建築士事務所が、マネジメント実施者に

任じられた場合の、契車f漬任 ・義務を小さくしたいがためであり、その目的は職能団体と

しての、共通の利益基盤の擁護である。
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(表 6・2・3) 各機関のマネジメン ト災施行の工絞管理の{空白l

機 |苅 -liillii庁(GSA)諸国CM申告 (C~lAA) :l;1il色合IlIlU回全(AGC-τ弘士院可.1¥)
__司ーーーー晶画， 字幅ー. -_ー-ー脅 - --ー-__. --. -~- 'ー・・・
約款番号 GMP #500 #510 AI21/CMc 

1契約形態 エツ工刈 IQ問問問盟 E高目度目保証盟 7 ト'/\'イザ _~ 施 工型

基本工程表 。 。 。 。 。

工事工程表 。 。

定例工程会議 。 。 。 。

会議議事録 。 。

進渉報告書 。 。 。

進 i歩記録 。 。

工事の実施 。 。 。 。

進渉報告 。 。 。

工期変更要求 。 。 。

記録写真 。

代替方法決定 。

工期回復方法 。

工期内完成

完成日の決定 。

。 作成、実行などの実質的役割 O 指示、要求、照査、承認などの役割l

空欄は、記述のないもの.

6・2・4 マネジメント契約とワーク契約の工程管理の相違

マネジメント契約とワーク契約の工程管理の業務の特徴を整理すると、 (表 6・2・

4)のような、相違点が認められる。

双方の管理思考が録も対照的な点は、マネジメント実施者が行う管理が関係者に制限を

与えることなく円滑に工程の進捗をはかること、ワーク実JAi.者が行う管理がワーク実施者

自身の採算性の向上を第一義とする強い意志をもって工程を推進すること、にある.
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(表 6・2・4) マネジメント実施者とワーク実施蓄の工程管理の棺透

マネジメント実施者 ワ ク 実施 者

管理の姿勢 ワーク笑施者を制約しない管理 自己活動の進捗の把握 ・臨習

管理の目的 複数業者間の調整 採算性の維持向上(目的志向)

崩重工程の追求 出来高の計算

管理の手法 報告の受理と承認 進渉管理

作業室管理

管理の時期 企画 ・語ト調達 ・工事 ・試運転 見溺時点、入札直前時点、工事中

管理の責橡 契品物自手の全業者(ワーク実績) 自分の契約描圏内の全作業
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6-3 予算管理

6・3・1 ワーク契約とマネジメン卜契約の予算管理

6・3・1・1 予算管理の基本概念

予算管理には、原価統制(CostControl)と原価低減(ωstReduction)の二つの航令があ

る。狭義の予算管理は、原価統制だけを指すことがある。広義の予算計画の概念は、原価

計画(CostPlanning)と原佃統制から成る。この場合、原価低減は原価計画に含まれる。原

価の計画や統制は、プロジェクト ・マネジメン卜の中枢をなす機能である。

6・3・1・2 ワーク期初予算管理

ワーク契約の予算管理は、 (図 6・3・1)に示すように、①発注者が行う、②ワー

ク実施者が行う、の2種類がある。

(図 6・3・1) ワーク難初予算管理

6・3・1. 3 マネジメント契約の予算管理

マネジメント契約の予算管理は、 (図 6・3・2)に示すように、①発注者利行、

②マネジメント実施者利行、③ワーク菊路樹すう、の3種類がある。

(a) 

|発注者|

l① 

|マ4γ 川実施者|
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)
 

b
 

(
 

①の方法は、厳密には予算管理というよりも、契約管理の意味合いが強いが、経:価(Lum

p Sum)の工事の予算管理に、適用伎がi高い。

②の方法は、単価(UnitCost)や笑費精算(CostReimburselの工事の予算管理に、適用性

が高い。

6・3・2 ワーク契約における予算管理

6・3・2・1 発注者刺子う予算管理

(図 6・3・1)に示す①の場合である。

この場合米国では、総価方式が圧倒的に多く採用されている。米国では、競争入札の採

用が多いが、総価閃式は競争入札に最も適応性がある難句形態といえるからである。発注

者が、すべての調達を総価方式で行った場合、その予算管理には先に挙げた既決定管理が

採用される。

既決定管理による予算管理の様式の一事例を、 (表 6・3・1)に示す。

(図 6・3・2) マネジメント契約の予算管理

6・3・1・4 予算管理の方法

予算管理には、次の2f.重量買の方法がある。

①既決定管理 (Cor1llu tt凶 ValueManagement) 

②既払い管理 (Paid Value Management) 

①の既決定とは、契約又は購買なと'のー調達金額が確定したことを意味し、確定した調達

金額を既決定金額という。予算V計上しながら未確定の調達金額を、未決定金額という。

工事進捗にあわせて、既決定金額が培え、それに対応して未決定金額が減る。

工事途上の、既決定金額C"未決定金額C.、予算総額Bの閣では、

Cl+C.>Bであると、工事完成時点で損失が見込まれる。

C， +C.<Bであると、工事完成時点で利益が民主まれる。

②の蹄ムいとは、Ii!i定した調達金額の封ムいが実際に行われたことを意味し、実際に支

払われた金額を既払い金額という。予算に計上しながら未だ支払われない金額を、未払い

金額という。工事進捗にあわせて、 rot.払い金額が増え、それに対応して未払い金額が減る。

工事途上の、既払い金額Pl、未払い金額P2，予算総額Bの聞では、

P，+Pを>Bであると、工事完成時点で損失が見込まれる。

P，+P2<Bであると、工事完成時点で利益が見込まれる。

全ての調達が終了すると、工事に使用される労務、材料、資機材、および外注の全費用

が決まるので、その終了時点で工事収支の見込み(損益)金額が確定するごとになる。通

常、調主は一時に行われることは少なく‘工事の進渉にともなって邸皆時に実施される。

したがって全ての調達行為が終了するのは、工事がかなり進んだ時点になる。そこで着工

後、竣工までの工事期間の途中で、定期的に上記の①又は②の方法によって、工事完成時

点の収支予想を行う。

上表は、工事制金中 ('93初2月から5~嚇切の、既決定 (Golllllitted) と未決定(Uncorrmitted)の

バランス ・シートである。外柵、土工事、コンクリート構築の各工事の下動契約締結

された状態にある。

外柵は予算に対して 40，000$の鑓失、土工事は 930，000$の利益、コンクリート構築は

60，000$の利益が慰みまれ、残りの工事訴決定である。

現段階では、 950，000$の利益が居るまれることになっている。しかし、未決定の樹書道

工事、建家工事、外構工事が確定するまでは、動冬的な収支が決まらない。これらの各工

(表 6・3・1)既決定管理の事例 (Unu:lOOOS) 

既決定金額 未決定金額 調益額

子重鎮 (Gommittecl) (Uncollllli tLed) salance 

適用 (Description)Budget Date Value Value Value 

外柵 (Fencing) 200 Aug， '92 240 。-40 

土工 (Earth Work) 11. 000 Sep. '92 10，070 。+930 

構築(ωncreteStructure) 8.000 J加， '93 7.94()- 。+60 

鉄構 (Steel ¥Vork) 5，000 (Jun. '93) 5，000 士0

建屋 (Buildings) 7.600 (Jul. '93) 7，600 iO 

外構 (Land Soaping) 900 (Sep，・93) 900 士0

|合計(T 0 t a 1 1I32. 700 I ( )内回予定 13，500 +950 
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事l上の表の Description)は、それぞれが総価契約であるので、既決定管理の適用カ河能

になっている。

6.3・2・2 ワーク菊儲利子う予算管理

(図 6・3・1)に示す②に該当する。

米国の土木工事では、元請け難守をした総合建設会社が、自らワーク実施者となって、

下請け業者を使わずに、直営で施工することが多い。労務、材料、機械類を直樹聴して

工耳を行う場合、ワーク期留者の支払いは実際の出資である実費に対して行われる。この

場合の管理手法には、既払い管理が採用される。(表 6・3・2)に示すのは、帰削工

事(Exω，vation)の既払い管理の様式事例である。

(表 6・3・2) 既払い管理の様式事例 Va1u自:1000$.Qty:1000qf 

予 算 金 額|既払い金額|未払い金額|予想総額|鑓益額

適 用

畑山ltI Amount 

掘削工事

(Excavation) 

-290 

ワーク実施者はあらかじめ 240.000立方フィートの緬自l盛の予算をl.740. 000$と見積

もった。現時点までに 125.000立方フィートの掘削が終了し、 875.000$の資用がかかった。

現時点で残りの掘削i塁を視IJったら 165.000立方フィートある。このペースで掘削工事を進

めると.あと 1.155.000$の資問がかかる。従って、 1.740.000-(875.000+1.155.000)=-29

0.000$となって、予算から290.000$酷過して、損失が発生する。

予算上の単価は 7.25$、実単価は 7.00$。企業努力は認められるのに、損失発生が予

恕されている。乙のJ員失を発生させる原因は、工事数量の変化にある。

当初の掘自慢は、 240.000立方フィート、管理時点で把慶した抜硝|置は、 125.000+

165.000=290.000立方フィート。 50.000立方フィート地加している。

ワーク実施者は、損失を防ぐと同時に、手!溢に転じる対策を講じなければならない。そ

の具体策として、この掘削霊の鞠日の抑制か防止を講じる、発注者に追加費用の封ムいを

要求する、さもなければ工事単価を更に下げる工夫を施す、などの検討が必要である。い

ず、れの方法の採用が妥当か可能かの判断は、技術上や設計上の問題に加えて、発注者とワ

ーク実施容との難場主件の制約を受げる。
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6・3・3 マネジメント契約の予算管理

6.3・3・1 発注者糾すう予算管理

(図 6・3・2)の(a)に示す①、または (b)に示す①に該当する。

この場合、発注者はマネジメント実施者との間に締結したマネジメン卜契約について予

算管理を行っている。

マネジメント契約は以下の方法で締結される。

包騰、価(Lumpsum) 

②単価(UnitPrice) 

告漏断的圧算実質精算(Cos七P1usFee) 

①の場合は、マネジメント契約の契約時点で支払い総額カ唯定してしまうので、発注者

は契幸湖問中に、特に予算管理を行う必要はない。

②の場合の予算管理は、既払い管理b靖効である。たとえば(表 6・3・3)のよう

な既払いによる予算管理の方法がある。との例では、工期 36ヶ月のプロジェクトで、着

工後 18ヶ月自における予算管理を示している。

(図 6・3・3) 単価契約におけるマネジメント契約の予算管理の事例

(Amount. Unit Rate: 1000$) 

予算金額 既払い金額 未払い金額t員 益

Budget (1000$) Paid句Date Unpaid Balance 

適 用 加。uUnit Amou Unit Unit 

Description nt Rate Month nt Rate Month Amount Rate Month 日制町ldBa1ance 

所長Project 828 23 36 414 23 18 414 23 18 828 。
M町1偲'er

課長Section1445 17 85 799 17 47 833 17 49 1632 -187 

Manag釘

工務 Office1652 14 118 1302 14 93 1274 14 91 2576 -924 

Engineer 

監腎 Sup位、ー 3200 8 400 1536 8 192 992 8 124 2&28 +672 

intendant 

事務 C1ark 360 5 72 180 5 36 180 5 36 360 。
合計 Tota1l7485 
'--ー一一一一一ー

7924 

上表によると、たとえ国祭長は、当初延85ヶ月、月単価17.000$封ムい予定額1.445.000
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Sと見込んだ予算を作成した。そして、 18ヶ月目で延 47月人、単価 17.∞郎、既払い額

799.000$である。残りの期間の所要延人数を計算すると、 49月人、未払い額 833.000$で

ある。予算額に対して、 1.445.000-(799.000+833.000)=1.445.000-1.632.000=-187.000$

すなわち 187.000$の産部屋となる。

③の場合も、原則として②と同様に既払い管理を採用して予算管理を行うことになる。

②と③には、予第十上を行う際に(表 6・3・4)に示すような栂i急点がある。

(表 6・3・4)単価及び実費縞算の予算計上の相違点

②単価 (Un i t Price) 信報酬!力協鎮受精算(CostPlus Fω) 

人件費 給料、手当、法問訴IJ、引当金 給料、手当、法定福利、引当金をそれ

などすべてを含む一つの合成単 ぞれ実質で明示

価で明示

五重資 上記単価に含む 承認したものに対して実費を計上する

(指示したものに対して実質を

計上)

事務伊庁樹積 *上記単価に含む 月単価で計上

専門的なすーピλ上記単価人含む 承認したものに実質

(指示したものに実費)

本支底経費 上記単価に含む 総額の定率

報酬 11 // 

*察務所草創曜まは、人件費単価と別計上することもある。

6・3・3・2 マネジメント実施者地巧子う予算管理

(図 6・3・2)の (a)に示す②と (b)に示す②が該当する。 (a)の②は、マ

ネジメント実施者自身とワーク実施者の間のワーク契約について、マネジメント難信者が

行う予算管理で、主体管理と名付げる。 (b)の②は、発注者とワーク実施者締輸した

ワーク契約について、マネジメント実施署勃王行う予算管理で、代理管理と名付ける。

(1)主体管理

管理主体者のマネジメント実施者が、ワーク実施者との間で締結した契約金額のすべて

を、発注者とのマネジメント契約の契約金額の中に含めている。したがってワーク実施者

ヘ到達するすべてのキャッシュフロー(CashFlow:現金の流れ)は、かならず発注者からマ

ネジメント実路蓄を経由する。

ワーク契約の発注者一元請け業者一下請け業者の関係と、マネジメント契約の発注者ー

マネジメント実施者一ワーク実施者の関係には、次のような相違がある。
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ワーク契約の場合の元請け業者は、発注者の意向に術的されずに、自由に下請け業者を

選定し、下請け業者と契約金額を決定し、発注者の同意を得ることなく支払いをすること

が出釆る。元請け業者は選定業者を発注者に通告し承認を得なければならないが、発注者

は理由がない限り示認を与えなけt~1まならない。正当な理由なく発注者が通告を拒絶した

場合、発注者は元請け業者から、予定利益を債なった、とクレームされることがある。

マネジメント契約の場合のマネジメント謝踏は、発注者の要望や窓向を滋んでワーク

実施者を選定し、発注者の承認を得てから効力を発効するワーク契約らマネジメント実

施者とワーク実施者との間で締結する。マネジメント実施者自身が、契約当事者といえど

も、契約条件や契最強額は、発注者の同意を得て有効となる。工事の途中では、マネジメ

ント実施者は、ワーク実施者からの出来高百ム請求を査定して、その査活操を発注者に

提出し、その査定に対する承認を得てから、発注者からの支払いを受けた後、マネジメン

ト実施者は、その金額をワーク実施者への支払いにあてる、という手続きをとる。つまり、

マネジメント実施者とワーク実施者の問のすべての情報は、マネジメント実施者と発注者

の聞で共有し、ガラス張りの状態にある、ということである。

発注者とマネジメント実施者との聞のマネジメント契約の契約金額の制約、及びマネジ

メント実施者とワーク謁在者の間で採用されるワーク契約の契約形態によって、マネジメ

ント実施者は、 (表 6・3・5)に示すような管理手法が採用できる。

(表 6・3・5) マネジメント実施者地漕理主体者となる予算管理の方法

マネジメント契約金額の需l路守 ワーク契約形態め織成 予算管理手法

総価のみ 既決管理

A.最司1良度調呆証なし 総価の他に *既決管理と

単価又は実質精算あり 既払い管理の併用

単価と実質精算から成る 既払い管理

総価のみ 既決管理

総価の他に *既決管理と

B.最高限度額保証あり 単価又は実質精算あり 既払い管理の併用

単価と実費精算から成る *既決管理と

既払岬の併用

*どちらか一つだけを採用するとなれば、既払い管理を採用する。

(表 6・3・5)のBに示すような、マネジメント実施者に上限金額の保証責任があ

るマネジメント契約を発注者と締結した場合、マネジメント実施者とワーク実施者の聞の

ワーク契約の契約総額が、最終的に最高限度の保証金額を越える恐れがあると、マネジメ

ント実施者にとって、マネジメン卜契約の遂行の成否にかかわる抗態に陥る恐れがある。
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最高限度額保証責任を伴うマネジメント契約では、契約時に金額が明確になる既決定管理

が不可欠である。ワーク契約の中に、実質精算鶏ワが含まれると、その部分の金額確定が

返れ、マネジメント実施蓄のリスクになる。その部分が確定するまで、最商1艮度額の保証

時期の発効を遅らせるなど、マネジメント期路は自分のリスク回避の努力が必要になる。

(2)代理管理

ワーク契約は、発注者とワーク実施者の聞で締結される。マネジメント実施者は、発注

者の代理である予算管理者の位置にある。主体管理のように、発注者とワーク実施者の間

で、板挟みになって進退きわまるような、契約上のリスクを被ることはない。マネジメン

ト契約金額の制約(録部駿額保証の有無)やワーク難句で採用される難初態の多様性

や予算管理手法は、 (表 6・3・5)に、大体準じている。

(3 )マネジメント実施者によるワーク難初予算管理事例

(図 6・3・3)に、筆者が米国において行った予算管理の事例を示す。

2o 4.0 60 80 100 120 140 160 180 200ミリオンドル

蜘 91Jitア同 何一十一トーート----f----f・--+---j --164-1 ‘ 

Sep.91 17.'1-7' 7棚

Feb.92誠繍50%

Jun.92謎鰍

Oct. 92霊協蜘8%

Jan.93 ~H~器禁了

ぬr.93娘。隣

Mcy 93類餓波

Jul. 93 ~剛lU 21;今令

Jlli1.94鶏糠限了

(図 6・3・3) マネジメント期切こおけるワーク契約の予算管理事例
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当初、マネジメント謝在者である筆者たちは、予算を 196ミリオ〉ド弘、推定誤差の幡をプラ

ス 40~I)オンドル、マイナス 32ミリオント'/11と概算した。もし発注者がこの段階で、マネジメン

ト契約を採用せず、ターンキーシステムを選択した場合、 164~ 236 ~リオンドル範囲の金額
で契約した可能性が想定される。(図 6・3・3)では、その後このプロジェクトが、

マネジメント契約を採用し、組歩に伴う情報や資料のli'(f_度の向上により、予算金額の推定

誤差功報小していった推移が明瞭である。融制に確定した総金額は 121~IJオンドル、当初

の推定金額から、 196-121 = 75ミリオンドルが縮減した。マネジメント契約を採用したこと

によるこの縮減は、マネジメント実施者が全段階に関与するVE、段階知ワ(PhasedConも

ract)、公開経理(OpenBox)による発注者とマネジメント謝踏の二重の原価管理判ト在す

る緊張惑などの効果が、もたらしたものと考えられる。

一方、このプロジェクトに、もしターンキーシステムカ堺用された場合、 75ミリオンドル相

当を縮減することは非常に困難だった、と思われる。その理由には、マネジメント契約ほ

どのVE対操右犠能し船、こと、ターンキーシステムでは個々の外設を早期に確定するこ

とを好むので、間留契約よりも高めの外注金額に落ちつく傾向が出ること、発注者が個守

の予算管理に関与するととが出来ないごと、などが挙げられる。つまり、ターンキーシス

テムでは、マネジメント錦旬のように、コスト縮減効果が発注者に遂元されることがない

ばかりか、ワーク実施者への還元もマネジメント鱒りの際の縮減額以下にとどまる可能性

が大きい。発注者は、マネジメント契約システムを採用することにより、プロジェクト下

算上のメリットを享受出来たことに満足したことと思われる。

6・3・3・3 ワーク実施者が行う予算管理

(図 6・3・2)の (a)と (b)の③である。ワーク実施者カ苛すう予算管理は、マ

ネジメント実施者の介在の有無による景婚を受けず、先の6・3・2・2と同じ管理手法

を採る。

6・3・3・4 マネジメント契約における各機関の予算管理業務

(1 )寸繍遂庁(GSA)

GSAの車場士(*1)では、閥系者は(表 6・3・6)のように、役割分担している.
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(表 6・3・6) 一般調達庁(GSA)のマネジメント契約における予算管理の役割

マネグメン幡宮 設計者 量産者間A自身)

蓄繍 予算 (Budget) 支援 監督 ・管理

積算 (Estimate) 照3葦 作成 ・更新

設計 設計費 (Design Cost) 確認・管理

代指茎定(AlternativeSe1ect.) 日事査

原価節約 (Cost Saving) 照査

融 l市場調査(… Study) 実施

入札審査 (BidEva1uation) 謁包

工事 出納 (Accounting) 実施

業者からの提出 (Submittal) 勧告 承認

業者からの請求 (Invoice) 支援 照査 ・承認

(2)米国CM協会(C胤A)

α仇Aのマネジメント契京切守款(*2)の規定では、 (表 6・3・7)に示すように、プロ

ジェクト関係者は、予算管理の業務役割を分担している。

(表 6・3・7) マネジメント契約におりる米国CM協会側M)の予算管理倒錯IJ

マネγメント実績 設計者 発注者

3E揃 予 算 (Budget) 支援 作成

積算 {Estimat巴 ) 照査

全質問検討(LifeCycle Study) 作成 照査 ß.~査
設計 代案選定 (Alternati ve Select) 作成 照査 照査

積算手直し (OngoingEstimate) 作成

価値分析(Va1ueAnalysis Study) 実施

原価監視 (CostMoni toting) 実施

調達 市場調査 (Market Study) 実施

入札審査 (Bid Evaluation) 菊包

工事 変更命令 (Change Order) 管理

変更金額(Costof Change Ord巴r) 積算

クレーム (Claim)監査 ・調査
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(3)米国総合建設業者協会(AGS)

AGSのマネジメント契車悦領土(*3.*4)の規定では、二つのマネジメント契品切手態に分けて、

(表 6・3・8)に示されるように、プロジェクト関係者は、予算管理の業務役制を分

担している。設計者に予算管理の役割を、まったく期待していない点に、注目される。

(表 6・3・8) マネジメント契約における米国総合建設業者協会の予算管理の役割

マネジメント契約形態 最商1良度額保証型 アドパイザー型

契 約 約 款 番 号 # 500 者510

予算管理の関係者，*γ}.'/ト マネγJ'.Iト

実施者 設計者 設計者 実施者 設計者 発注者

設計~ IJ段階 (Pre-Design phぉ e)

予算(Budget) 鯨・競 承eきs珂，色、 織.!新 承認

積算(Estimate) 傾到 承認

設計段階(DesignPhase) 

原価監視(ωstMoni toring) 実施

調達段階(Procぽ倒entPhase) 

Z草段階(ConstructionPh回)

出納(Accounting) 実施

繍管理シkfb.(Cost Control Syst聞) 実華・駿 実革・邸

当初予算(Initial Budget) 草jE.改書 阪・磁

類干草踊差(Vari飢 ceBetween 確認 確認

Actual/Budget or Estimate) 

踏盈費用品ceedωst) 勧告 tJ.措

資金予想{白shFlow Forωast) 実施 謝在

変更命令(ChangeOrder) 照査 照査

変更要求(Requestof Change Order) 懸・詰告 箔・勧告

渡磁{NegotiationofぬangeOrder} 支援 支援

(4)米国建築士協会(AIA)

iUAのマネジメント契t悌慌X(*5.場6.*7，*8)の規定では、二つのマネジメント契車排5態に

分けて(表 6・3・9)に示すように、プロジェクト関係者は、予算管理の君主新錦jを

分担している。
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(表 6・3・9) マネジメント契約における米国建築士協会(AIAIの予算管理の役割

マネジメン卜契約形態 施 工 型 アドバイザー型

契 存可 車守 款 番 τロ7 AIA A12!/CMc AIA B14l/CMa 

予算管理の関係者 Y~γ メyト Yf'/メント

実施者 設計者 話 1者 実施者 設計者 発注者

予 算 (Budget)助言 助言 偶蹄 照査 作成

積算 (Estimate)作成 照査 承認 作成 精査 承認

y11い請求(App1iωt.ionfor Payment) 作成 証明 支払い 評価・訊

子草潤(ExceedsEst.imates!Budget) 勧告

(5)各機関がマネジメント実施者に期待する予算管理の役割

前項の(1 )から (4)までを比較すると、マネジメン卜実施者に期待する儲Jjで、最

も大きいのが、米国総合建設業者協会(AGC)である。予算の作成から、工事中のあらゆる原

価の管理をマネジメント実施者カヲ訪在すること、としている。特に設計者の介入を全く排

除している点、に、他の機関に見ない特徴がある。発注者は、承認だげをすればよい。 AGC

は、マネジメント謝諸に、協会傘下の総合建設業者を想定しており、彼等にその儲I}を

全面的に果たす能力、機能が備っている。しかし乙れだけ徹底してマネジメント実施者の

管理均境配的であると、工事途上で、発注者に不満がでてくる恐れがある。

他の GSA、AIA、側M の3機関は、予算作成は発注者の役割としている。予算金額の確

定は、積算の実務能力と関連するが、予算作成を読上げ方式によらない場合は、積算能力

が伴わなくても予算額の設定は可能である。その場合、発注者自身の資金力やプロジェク

トの採算性をもとに予算額を篠定し、この確定金額を粍噛みにした逆算方式で、各構成項

目の金額を割り付ける手法を採る。予算作成権は、発注者の備えるべき最小F艮度の権能 ・

要件であることを、意味している。その認識の上で、マネジメント実施者と設計者に予算

管理の役割を割り振る。この3機関は両者のバランスの上で予算管理を意図している。

予算作成に携わらないマネジメント笑施者や詩情が、予算管理を円滑に勤め上げられ

るか、疑問とするところである。特に実費精算難。の予算管理は、非常に大きな困難を伴

う。彼らが実行できる予算管理は、当節の官頭に挙げた狭義の予算管理の、原価統制(Cos

t Control)にとどまる、と思われる。

GSAのガイドラインによると、遥ヂ!敬府はマネジメント実施者に広義の予算管理を委ね

る気はなく、発注者自身が予算色哩を行う意志を堅持している。 A工Aや CMAAは、傘下企

業に求める予算管理の機能を狭義にとどめている。設計事務所や専業者に、十分な原価管

理の能力が備わっていない実態が、浮かび上がる。
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6-4 品質管理

6・4・1 品質営理の概念

6・4・1・1 米国における品質管理の概念

米国で‘公刊されている多くの建設マネジメントなどの省籍では、品質は、費用、工程と

並ぶ3大管理の要素として扱われている。

On Tirr巴(工期を守って)、 Within Budget (予算以内で)、と力説する部分が必ずある。

工程と予算の管理(マネジメント)の記述もある。しかし品質管理(Quality Management) 

に関する言Bさはない。該当するタイトルの項目があっても見当たるのは、試験や検査など

の品質管理(Quality Control: QC)の具体的な手段(way.methω)の列挙や説明であって、マ

ネジメントに言及したものではない。

それには米国における、品質問題に関する風潮が見逃せない、と考えられる。

米国では、 1950年代の後半から 1960年代の前半までは、特に品質が現場で震も覇見さ

れてきたにもかかわらず、 1960年代に入ってから電子計算機による強化管理(W.ithAn Em 

拠出 UponC岬山山edScheduling)のF怨もあって、現場管理の焦献立期と原価に

移ってしまって工期と原価の管理が強化された結果、 F調管理科員なわれ(HasDetracted 

From)るようになってきている(叫)と、言われている。

米国では、建設工事で管理され達成される品質をEng.ineered0ua1ityと体してい2)い

る。その品質(ωality)の管理とは、発注者に対して品質保証(QualityAssurance:QC)を行

っているTheEngineerが、発注者や TheEnglne也rの自を盗んで品質の達成を怠ったり

ごまかそうとするワーク実施者に対して、必要な品質を備えた工事を完成させるように、

監視し、指示し、命令し、時には罰すること、である、と考えられる。

Ouality Con七1'01とは、マネジメントの考慮を加えるまでもない、仕様警の規定を守る、

守らせるの問題である。品質管理にマネジメントが介在する余地はない、という考え方が

出てくる。

先に挙げた Kuba1の著作(*2)は、パートナリングと TotalQuality Management:TQMに

主限を置いている。冒頭から、多くの日本人と日本国内の事例が、登場する。 Kuba1の品

質に対するマネジメント思忍は、日本製もしくは日本の影響を強く受けている。米国の建

設プロジェクトに存在するのはOualityControlであり、OualityManag倒 ent窓忍は、

今までの米国では機能していなかった、という印象を受ける。

6・4・1・2 日本人と英米人の品質管理の概念

日本人と英米人の、建設プロジェクトのマネジメントに関する常識や認識を直接比較出

来る機会は、日本人科酬の工事現場で、刻ミ人と→者に仕事を行う時である。
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臼本人の置かれる立場が、発注側でも受注償IJでも.その立場を問わず、英米人たちとの

聞で発生するトラブルの中で、品質管理をめぐる衝突が原因であることは非常に多い。そ

れは日本人と英米人との聞の、品質に対する価値観が徹底的に、相違しているためである。

彼らの考える品質とは、仕筏蓄の規定そのものである。それ以外にない。規定に漏れて

いることは‘一切省みない。

彼らにとって品質の管浬(Control)とは‘品質の検査 (Inspeclion)を行って合否を明らか

にすること、を意味する。

一旦、契約を綿討ると、発注者からも受注者からも、品質に関する規定の変更 ・修正、

もしくは規定より優れていると判断される提案は起こり得ない。契約金額や工期に影響を

及ぼすような、基本的な勢力条件の変更になるから、誰も軽々しく言い出さないのである。

更に、プロジェクトチーム内の厳絡な復割分担の性史上、品質に関わる者(品質管理者)

以外の者は、品質に対する関心がほとんと'ない。あっても非常に少ない。

彼らの建設マネジメント上の認識は、仕様で規定された品質がまず存在した上で、その

品質を完成するための期間(工側、方法(施工法)、順序(工程)、費用(鶏句金額)

がJ確定されるようである。

以上は、日本人との相違を意識して比較した。その場合の、彼我の品質に対する認識の

差異は、 (表 6・4・1)のような比較対照ができる。

(表 6・4・1) 品質に関する比較

日本人 英米人

品質管理の活動 自発的 強制的

品質1見定の特徴 抽象的 具体的

品開見定の解釈 弾力的 教条的

仕上がりの志向 感覚重視 機能重視

発注翻~tって欄櫛 財産 契約樹リ

強者にb¥1噸備 誇り 契約義務

英米人科包いている品質の概念とのギャ、yプを、二十数年間のイ教件のプロジェクト体

験を通じて克服してきた筆者は、当節で主として、自身の経験をもとに、米国流、米国人

流の品質管理を、マネジメントの面から、明らかにしていく。

6・4・1・3 品質管理の目的と効果

( 1 )品質管理の定義

品質管理の定義には、広義と狭義の二つがある。

246 

前者は、たとえばJISで定義しているように、 「買い手であるOwnerの要求に合った

品質又はサービスを経済的に作り出すための手段の体系Jという品衛活動体系を意味する。

後者は品質管理を予防機能としての狭義の見方を意味する。

建設プロジェクトにおける品質管理は、一舟主には後者を指すことが多い。

(2)建設プロジェクトの品質管理

建設プロジェクトの品質管理とは、仕様書に規定された材料や仕上がりの最闘l良度の1基

準(MininrumStanぬrds)を確実に守るととによって、施設が間違いなく設計巡りに機能する

ようにイ乍り上げること(時)を目的とする。

管理呂標の「品質が良い」とは、 「品質が良ければ良いほどよいJと言うことを意味す

るのではなく、設計と仕僚が要求する品質と品質を作り出すための原価との両者のバラン

スを満足させることが、品質管理の使命として、要請されることを意I未している。その目

標水準は、品質管理の邸皆ではなく、品質保証のm皆で決定される。

設計と仕様の要求を十分に満足するように、施設や借造物を最も経済的に作るためには、

その工事の全ての閥l皆に統計8']手法を応用した作業基準割譲立して、欠点を未然に防ぐこ

と、及ひ新しい問題点や改善の方法を発見することなどが必要である。その結果として工

事ゴサする信頼性加盟して、品質管理の目的を果すことができる。

(3)マネジメント契約とワーク契約の品質管理

マネジメント契約とワーク契約の品質管理の目的は、結果として同じである。

しかし、マネジメント実施者とワーク実施蓄の業務は‘役割分担を異にしているので、

当事者の姿勢に微妙な差異をもたらしている。

マネジメント契約において、マネジメント実施者がおこなう品質管理は、ワーク謝踏

を管理して、発注者の意思に添った設計の恩認に合致し、かつ発注者の要件を満たした仕

様警の規定に合格させることを目的とする。

一方、ワーク契約において、ワーク実施者がおこなう品質管理は、自身の責任により設

計と仕様書に定められた品質に合格したものを完成させ引き渡すことを目的とする。

つまり、マネジメント笑施者は権利として強制する側、ワーク謝在者は義務として強制j

される側に、それぞれの立場が分かれる。

(4)品質管理の安燥

品質管理は、次のような効果を挙け'ることによって、その成果が辞価される。

a. 不良品・不合格品が減少して、品質が向上する。

b. 作業中のクレーム地帯封、し、改善の方法が発見される。

c. 品質が均一化される。

d. 品質が信頼される。

e. 手直しが減少して、無駄な作業がなくなる。

f. 原価均河底下する。
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米国の工事現場では、発注者またはマネジメン卜実施者が、ワーク謁踏に対して、品

質の樹寺や向上のために、有効かっ必要な手段や方法を具体的に明らかにしないのが、普

通である。

ワーク鶏路が、たとえ品質の維持に困難におちいっても、手出しをしない。ワーク実

施者の成果が上がらない場合には、経験ある建設会社としての資格に欠ける、として排除

される。つまり品質達成に関する責任を、発注者はワーク期留者と共有しようとはしない

のである。

6・4・2 品質管理(QualityControl)の方法

品質管理の方法とは、品質管理に必要な仕事のやり方という認識に置く。

ごれらの品質管理の方法を、発注者、ワーク実施者、マネジメント笑施者に分けて明ら

かにする。

6・4・2・i 発注者の方法

発注者の品質管理はi重度、次の中から最盛と考えられる方法を選択して、ワーク実施者

の仕事を検査する。

①」インハウスの検査員(Inspector)を使う。

①J 自社の試験、検査機関を使う。

②外部の試験、検査機関に委託する。

③」ワーク調路に、試験、検査、演l毘させて確認、承認する。

@_2ワーク謝路(WCr)が、第三者機関に試験、検査、測定させた結果を確認、承認する。

この中で、①」と①'_2を選定した場合、発注者が最も納得出来る管理が可能であるが、

発注者自身が行う仕事の量は最も多くなる。

その他の場合は、他人に管理を委ねることで、発注者が負担する仕事量は軽減されるも

のの、検査が不寸分だったり欠si包があった場合のリスク坪躍し、そのリスクは発注者が

負うことになる。

6・4・2・2 ワーク実施者の方法

ワーク謝簡にとっても、前項の4・2・1で挙げたものとおなじように、自前の要員

や施設、あるいは外部を利用するかの5つの選択肢がある。

しかし、どの甜用支であっても、発注者に対するワーク実施者の契約上の結果責任は、

まったく変わることがない。

つまり、実施する者が、ワーク謁在者自身か否かを問わず、すべての結果責任は、ワー

ク実施者に帰する。
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6・4・2・3 マネジメント期踏の方法

マネジメント実施者が、発注者の要請、委託を受けて謝起する品質管理のために採用す

る方法は、やはり、 4・2・1で挙げたものと同じように、 5つの溜R肢がある。

マネジメント実施者は、得られた結果を検証し、その結果を発注者に報告し、その報告

にもとづいて相談(又は即虐)の結果、次に進むべきステップにおける対応を、決定する。

通常の場合には、マネジメント実施者は、品質管理の管理責任を、ワーク実施者や、第

三者に負担させること市町能だが、①」と①」を選択した場合には、 マネジメント笑施者

自身が管理するという点で、管理責任を負うリスクが存在する。

6・4・3 ワーク契約とマネジメント契約の品質管理の比較

6・4・3・1 ワーク契約におけるF占管理上の契約責任とリスク

(1 )発注者の鶏憤任とリスク

ワーク契約における品質管理は、管理者である発注者と被管理者であるワーク実施者と

の単純な2極関係で行われる。

発注者側の原因で、ワーク実施者が品質に関する契約上の結果責任を全う出来ない理由

として、以下のことが考えられる。

任温質管理計画(規定内容や検査項目)などの間違いや洩れ。

②発注者側の指示 ・命令の間違いや洩れ。

③発注者側が行った検査の間違いや見穫とし。

④欠陥の事実の把握不足や理解不足。

⑤不適格部分に対する矯正の指示または間違った承認。

これらを起因とする損失は、発注者が負わなげればならない。

つまり、発注者には上記のような行為にともなうリスクがある。

(2)ワーク実施者の難句責任とリスク

一方、ワーク実施者が負うリスクは、以下のごとが原因になると考えられる。

江温質管理計画に対する誤解や理解不足。

②ワーク実施者の所長、幹部たち、現場監督員の、指示 ・命令の間違いや洩れ。

③ワーク実施者の検査員の、検査の間違いや見落とし。

これらを原因とする欠陥、不適格工事はワーク謁踏の責任に帰する。

したがってこれらの矯正に要する費用、そのために発生する工期の遅延を解決する質問

(例えば、遅延回復のための突貫資用や発注者の損害弁済費用)などは、ワーク実施者が

負担しなければならない。

つまり、ワーク実施者には、上記のような行為にともなうリスクがある。
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6・4・3・2 マネジメント契約における品質管理上の契約責任とリスク

( 1 )発注者とワーク実施者の鄭令責任とリスク

ワーク契約における発注者とワーク実筋者の品質管理のf錨リ分担の関係の中に、マネジ

メント実施者を介在させる。

その場合、発注者とワーク錨在者が分担している役割の一部を、マネジメント実施者が

肩代わりする状態になる。

その縦展、発注者とワーク実施者は、マネジメント錨程者の儲山こ移らないで手元に残

った役割を、ワーク契約の場合と同様の難句上の責任と義務、およびリスクを負うことに

なる。

(2)マネジメント実施者の契約責任とリスク

米国におけるマネジメント契車悌今款に、マネジメント実施者が品質に関して負うべき契

約上の結果資任を、規定したものは見あたらない。

一瞬廠主庁(GSA)では「マネジメント実施者は、プロジェクトの(中略)品質目標を、発

話諸である GSAが達成することを援助する。 J(叫)とあり、結果責任に言及していない。

検査(凶)や試験(*6)についての規定においても、結果責任を問うていない。

マネジメント実施者が関わっているoDn1祭翠璽問題の機能と責任のポイントは、マネジメ

ント実施者とTheEngin偲 rとの相違に言及することによって、明らかになる。

マネジメント実施者・の仕事は、マネジメントをすることであるから、マネジメント実施

者のっとめは、目的を達成するにの場合、目標の品質達成をする)ための仕事をさせる

ように、ワーク謝踏の組織や、TheEngin町をマネジメン卜することである。

マネジメント実施者の賓任は、マネジメント上の責任、すなわち管理責任‘ということ

になる。

たとえば

①管理対象に応じた展適な品質管理の方法の採用と、管理手順の決定。

e品質管理の給果が正しくなるように、晶直な百JeEngin回 rやエキスノTートの選定。

@o'1質管理が正しい結果を得られるように、発注者との情報交換や意志の疎通に心地師、

相互の続ケーをはかるとと。

@計画したマネジメントの実行、適宜状況に応じた修正や調整を行い、TheEngineerやエ

キスパートをリードすること。

などである。

一方、TheEほ却問rの仕事は、秀れた品質を備えたものを完成するように管理すること、

である。

管理対象は、現場監督員(Superinten伽 t)、技官昨業員(Craれman)などの作業結果の品

質である。
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The Engineerの仕事の特性は、Controlであり、TheEngineぽには‘品質達成(正確

には達成させる)の責任があることになる。

The Engineerは、品質地帯いことに対して、以下の原因による責任を負う。

q潤助法のとりちがえ。

②管理方法(検査など)の運用の間違い。

@品質の確認の間違い。

④品質結果の責任。

マネジメント調路が管理責任に加えて、品質達成責任を求められるのは、マネジメン

ト実施者の機能に、TheEngineer機能を、契約上有するか否かが決め手になる。

たとえば、 (図 6・4・1)に示すように、マネジメント実施者の組織に、有掛けで

示すようなEngin悦 ring機能秤活し、発注者や第三者にEngineerの機能を持たせてい

ない場合には、マネジメント実施者が、TheEngineerの責任をも負うごとになる。

Project Manager 

hgin町 1n喧ぬ碑巴r その他の Manager

l加 li匂ぬntrol E刷町|

(図 6・4・1) The Engin舵機能を持つマネジメン卜期開組織

インハウス静勃笹っており、絶えず発注する機会が多い GSAなどの公共機関と、発注

機会が少ない発注者では、当事者能力に差異が生じる。

マネジメント実施者に対する期待の度合いは異なる。

民間工事で、品質管理の結果責任をマネジメント実施者に求める事例は少なくないが、

この責任を引き受けることが出来るのは、請負拡張型の来婚の場合である。

この場合、すべての契約金額が、マネジメント実施者を経由するために、ワーク実施者

へのリスク転稼や自己弁済の原資確保市可能となる。

6・4・3・3 品質管理の業務の比較

マネジメント契約における、マネジメント実施者の行う業務は、プロジェクトの全ての

ライフサイクルの全段階にわたって従事する可能性がある。

工事段階以前の企画 ・設計部皆における品質保証(Quality Assur釦 ce)を設定する時に、

品質計画(QualityPlan)を検証し策定する。

工事部皆においては、発注者の財産となる施設にとって、必要な品質達成の実行を監視
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(Monitor)することにある。

一方、ワーク錦守におけるワーク笑施者の期如、工事関皆に限られる。

発注者やマネジメン卜謝若者の監視のもとで目標達成の実行に使われる品質計画は、工

事段階以前に発注者たちが、策定した与条件である。

(表 6・4・1) マネジメント契約とワーク契約における品質管理の役割

マ ネ ジメ ン ト契約 ワ ク 契 車ヲ

ワー銭鼠 マネシ・ iント籍者 設計者 発注者 ワーク鶏書 設計者 発注者

品質要件の規定 。 。 。。
管理体制と方針 。 。。 。。
設計仕様の策定 。 。。 。。
設計業務の謝包 。 。 。。
エ事仕様の策定 。 。 。。
E用H科.11請の接E 。 。。 。。
工事の笑施 。 。 。。。
工事の監督 。 。 。。
工事の検査 。 。 。 。
工事の試験 。 。 。 。
引き渡し 。 。 。。。。。

。実質的役割J 0 補助的 ・協力的 ・指導的役割

(表 6・4・1)は、マネジメント契約とワーク期司(附における、プロジェクト関

係者たちの、品質管理の1鎚リ分担を示している。

ワーク実施者の役割分担は、知句形態、による相違がない。

ワーク契約では、発注者の負担IJ~非常に重く、設計者b境注者の過重負担を支援する状

態になっている。

マネジメント契約におけるマネジメント実施者の役割は、ワーク契約においては発注者

と設計者均等宣っている役割jの、かなりの部分を肩代わりしている。
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6-5 クレーム管理

6・5・1 クレームの枇念

クレームに関する話題は、当第5章の各節において折に触れて言及してきたように、諸

外国では工事の実施に際して、常につきまとっている問題である。クレーム問題は、日本

と外国との間の建設マネジメントの思想、特に契府管理上で、最も認識が異なっている存

在である。関係者たちの間にそのような意識があるために、わが国で出版されている国際

建設プロジェクトに関する著桝如こは、特に強調されたクレームに関する記述均清Ijかれて

おり、注意きを喚起している。日本企業のi毎外進出の機会が増え、わが国の建設市場の国際

化が描隼されてきたので、最近ではわが国の建設関係者の間にも‘クレームの常識が広ま

ってきた。しかしそれでもなおいまだに、圏内ではクレームの存在について誤解されてい

るむきがあり、十分な理解がゆきわたっているとは言い難い。

わが国では、一般にクレームという言葉は、抗議する、文句を言う、という表現に使わ

れることがあるように、我が国の建設工事では、公共工事 ・民間工事を問わず、ごのクレ

ーム観念がマネージメントや難。の中で育ってきていなかった。実際に圏内の建設プロジ

ェクトにおける係争問題を解決する手段としてクレームを採用している事例は、公共工事、

民間工事、土木工湾、建築工事を含めて、皆無ではないかと思う。日本人には、クレーム

を知識として理解しているつもりでも、心情的に受け入れがたいところがある。クレーム

の実践は、日本人の商慣行では心融制こ非常に抵抗感があり、相こ建設市場の国際化の商

では、最後までギャップがつきまとう大きな問題になるであろう。

6・5・1・1 クレームの定義(Definitionof Claim) 

クレーム (Claim)とは、契約当事者に認められた法律上または鱒牡の3樹 1)に基づく請求

または要求をいう。クレームは、知性で正当に認められた権利の行使である。

連安l敬府一寸気概童庁(GSA)によれば、 rClむmis A Written D償問dor Written Assert 

ion by One of The Contracting pa比iesSeeking.ぉ AMatter of Right.1he Payr悶 lt

of Money . The Adjustment or Interpretation of Contr百ctTerms. or Other Relief Ar 

ising肱凶位、 orRelating to The CnotractJと定差づけて(*1)おり、クレームとは、権利

問題、金員の支払契和産項の調整や解釈.契約に関わるそのほかの数済として、契約当

事者による書面による要求か書面による主張である、と訳することが出来る。この場合、

「書面による手続きJという要件が重要である。

建設工連では、契約の内容を確定する前提になる情報や議底地勾三完全だった場合、ある

いは工事途中の技術上の問題のために、工事の途中で、契約の締結時に確定できなかった

り予見できなかった事態に、必ず逝盈することになる。そのために契約履行が終了しない
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うちに、契約内容の変更や調整の必要に迫られる。建設工事契約では、物品の売買契約と

は異なって、クレームが異常な事態ではなく話怒として発生するのである。

6・5・1・2 クレームの内容

(1 )クレームの発生起因

通常の場合に、クレームの対象となる項目は、

①設計変更(Desi伊印加氏、 Variation)

②工事の変更(みなしの設計変更)発注者から正式な設計変更命令の発行はないが、発

注者責任で工事内容を変更した場合に、一種の讃十変更としてクレーム対象となる。

信現場条件の変更 ー仮設備、工事用水 ・電力等の設備の棺途や現場環境の変更

④法制度の改定

⑤工郭旦筈自然条件(AdversePhysical Conditions)の変更:天候や地質等の条件の相違

割強剣牛の変更:異杭値上がり、労働争議、政変、社会騒動

等に大別される。

この中で、特に設計変更、工事阻害白須操件の領岐に関連する、工事の中断(S凶 P巴nsio

n)や工事の遅延(Delay)で、クレームの発生する頻度が高いといわれており、クレーム管理

(C1aims Manag四 ent)上の焦点になることが多い。 1979年から 1983年までの 22個のプ

ロジェクト(請負総金額103.900符)において発生した総数 427件のクレームの調査分析

した事例が、 (表 6・5・1)のように、紹介(*2)されている。

(表 6・5・1) クレームの発生起因

クレームの発生起因 クレ-A融 腕似) 繍附) 繊同) 認l仔$) 伐)

設計ミス(DesignErrors) 166 39 2452 38 2414 42 

設計変更(αlanges)

自由裁量(Disぽ etionary) 72 17 1042 12 1030 18 

強制的(ぬndatory) 55 13 662 92 570 10 

現場状況の相違

(Di行eringSite Conditions) 65 15 772 。772 13 

天候(Weather) 29 。。
V E (Va1ue Engineering) 16 4 。240 -240 ー4

労働問題(出bor) 5 。 。 。。
その他(Other) 19 4 1202 。1202 21 

|合計(Totals) 427 382 5748 100 
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この分析によれば、設計に関わる原因が多い。なお、クレームによる増擦の比率は平均

で、 5.5%(=5.748/103.900)に上がっている。

筆者の経験したプロジェクトの中から4事例を選び、上記と同じ分類で分析した結果を、

(表 6・5・2)に示す。

(表 6・5・2) 既往プロジェクトのクレーム事例単位:千ドル

プロジェクト I E 皿 IV メロ色、 計

工 期 57.ヶ月 48カ月 24カ月 36カ月

発 注 者 政府機関 ターンキ受描 ターンキ受措 ?*γメント主筋

設 計 者 議十専業者 発注者 発注者 設計専業者

生産システム 分離発注 分脅銃注 分離発注 分続発注

工事契約形態 単価契約 総価契約 単価契約 総価契約

鄭句時工事金額 84.700 36.120 18.240 137.170 276.230 

クレーム起因 件書 差引額 鰍 差引額 件量 差引額 件寄 差引額 件世: % 差引額: % 

設 計ミス +18 23 +496 11 +3.960 2 +21 37; 18 +4.495' 36 

設計変更|自由耀 54 +107 l +1 2 +22 6 +2 63: 31 +132， 1 

|強制的 28 +235 9 +21 11 + 1. 485 2 +6 50: 25 + 1. 747・14

現場状況の変更 181 +5. 400 4 +6 6 +477 10 +177 38: 19 +6，060: 481 

天 候 4 +27 。。l +1 3 +49 8: 4 +77: 1 

労 働 問題 。。。。1 +2 。。1: 0 +2: 0 

その他備鈎紛 2 +45 1 +14 2 +8 。。5: 2 +67' 1 

-e- 計 107 +5.832 38 +538 34 +5.955 33 +255 202: 100 +12.580:100 

クレーム増額比 6.9% 1. 5% 32.6% 0.2% 4.6% 

日f語ト施工分離発注の元請げの事例、 Eと田はターンキー難抗議け業者からの下

請げの事例、 Wは発注者の代理役(エージェント型)のマネジメント実施業者からの謡十

・施工分離発注の分割施工の事例、である。前者の3事例は純粋のワーク契約だけで矯成

され、 Wだけがマネジメント契約を介在させている。

これらの事例で概観出来る特徴から、以下のような見方が出来ると思われる。

①単価契約は、クレームの件数も増加金額も大きい傾向がある。

想定される理由:予め工種範囲が限定され費用構成を明確にするので、工事途上で発生

する変更の特定がしやすい。

クレーム対応よの問題:交渉の論点が明瞭であるので、クレームを起こしやすい。入礼

金額に含まれるリスク要素が小さいので、勢。金額を初期に小さくしておいて、最終時点
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までにクレームで大きくする、という手法の採用が容易であると考えられる。

②総値漠約は、クレームの件数も増加金額も小さい傾向がある。

想定される理由:予め工事範囲が特定され広要な工滋は全て包含される上に費用構成の

内容も関われないところから、工事迭とにおける変更を特定することが困難である。

クレーム対応上の問題:入宇l金額に含まれるリスク要素が大きい分だげ、困難なクレー

ム分を先取りした見積の考慮が必要である、と言える。

③ターンキー契約の元諮け業者の下請け工事では、設計ミス・強制的な設計変更が多い。

想定される理由:発注者に対して早期に設計仕様を決定して事業費を確定する必要があ

るために、工事途上で必要な設計手直しの発生が多いと恩われる。

クレーム対応上の問題:元請け業者も下請け業者もリスクが大きい設計上のクレームの

巧拙が、保算上の重要なポイントになる考えられる。

④マネジメント契約を介在させた場合、クレームの件数も増額金額も非常に少ない。

想定される理由:早期に全諒十を完了させず邸鮒に讃十と工事を進め、その進捗状況

を見極めながら、次の邸笛の設計や契約へ拶県的に反映すること均容易であるから、と考

えられる。

クレーム対応上の問題.透明性を高め駆け引きをしないことが必要、と思われる。

総じて、現場状況の棺途の起因が多いのは、対象工事地主外国であるために予知困難な要

素が多いためと考えられる。当時、 VE手法は建設工事で、一般イヒされていなかった。

(2)クレーム可能な恩由

一般輔さIT(GSA}によれば、請負業者凶よi下のようなクレームか可能(*3)としている。

①余分のZ耳尉子(ExtraWork) 

告漢約の変更(Deviatingfyom凶eContract:Working in a manner that varies 

from co岡町npractices) 

③J':lIJの図面の工事(Workingfrom al t町 eddrawing:Working ou1. of proper s伺 uence1.0 

facilitate the w口rk)

④工事の中断(S1.oppingor 1nt町四p1.ing)

信演貫工事(Acc泡leratingWork心倒1jlress幻19work where forced by circumstances 

beyond the control of the contractor) 

@工程の変更(Followinga Schedule Other Th釦TheApprov凶Cons1.ructionProject 

Schedule) 

⑦手戻り工事(Reloω.tingor R凶oingWork:Subcontractors perflロrmingwork 

independently) 

@職械の遊休(Equipmen1.to stand idlel 

⑨融観場の工事(Performingwork in tight or congest剖 ar儲)
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連到敬府の工輯ザ止では、契約躍類に示された条件と異なった現場条件(DifferingSi t 

e Conditions)に遭遇すると、事前に請負者が合理的に予見することが出来なかった場合の

リスクのすべてを、発注蓄が負担することとし、その徹底を図っている。

このような契約上の解釈と工事選営を可能にしているのは、部臓府の工事では、契約

時に発注者(連邦瑚守)によって請負者に提供された猷4・条件に、請負者は全面的に依

存することが出来て、請負者のサイト調査の義務は、踏査(VisualInspeGtion)の程度でよ

い、との法的な平l断があるという事実が背景になっている、と言われている。

6・5・1・3 クレーム業務のプロセス

クレーム業務のプロセスは、契約に規定されているので、これに従った手続きを踏まな

ければクレームの効力を発しない。単に相手に「もの申す」ということではない。

通常、筆者利子っていたクレームの発生から時夫までのプロセスは、以下の通りである。

受諾不可の場合の次のステップの行為(例えば仲数申請や訴訟)の通告

(図 5. 5. 1)クレーム対応のプロセス

6・5・1・4 リスクとクレーム

米国の公共工事では、一般競争入礼治宅多用され、その場合に採用される掲(1形態は、総

価(LumpSum)契約が主流である。乙の総価契約は、全てのリスクを業者に委ねる契約思想.

にもとづいているために、発注者にとっては気楽な契品切5態である。しかし、郵主業者が
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このリスクを引き受けるからには、多額の卸食予備費(Gontingency)を契約金額に含めるこ

とになるので、結果として発注者は契車句金額の上昇という形でリスクを負担することにな

る。入札者の入机企額の価格を比較検討することは、実は結果として、危険予備費の多寡

を比較していることになっている。その結果、プロジェクトに関するリスクを正確に把握

している俊良な建設会社が落札者から漏れ、不注意だったり見通しの能力がない建設会社

が落札者となる可能性が地える。この可能性も発注者にとってリスクになる。

リスクを受注者の負担にすると、場合によってはリスクの負担に耐えきれずプロジェク

トを途中で放棄するかもしれないというリスクカ境生し、結局のところ、発注者がそのリ

スクを負担;することになるa

ιL上のような理由から、震近の米国の公共工事では、リスクをヲ|き受けるのは発注者側

であるべきである、という考え方均ふ寸量的な傾向となりつつある。そのような思想の契約

約款のもとでは、発注者は受注者から絶えずクレームの通告を受け、権利の確定を迫られ

るケースカ場溌することになる。あらかじめリスクを誇負業者に押しつげるととと、クレ

ームを受けて解決することの2つの選択肢から、発注者にとって結果的に慎失地ぢ〉ないと

考えて、クレームによる月献を選択する。

6・5・2 クレーム官理の体制

6・5・2・1 ワーク契約におけるクレーム管理の体制

ワーク契約では、プロジェクト関係者の聞のクレーム管理は、 (図 6・5・2)に示

すような対応になる。

(図 6・5・2) ワーク契約のクレーム対応

上図におりる TIleEngine色rは、通常の場合には、建設コンサルタン卜がつとめている。

クレーム当事者の発注者も、ワーク実施者も ηleEngineerを介して、やりとりを行うの

が翫重である。
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ただい (図 6・5・2)のJ点線で示すように、契約の規定によっては直接文書を往

復させることがある。これは、文欝己録を残してクレーム行為を公にする、あくまで信認

のための副次的な存在である。

6・5・2・2 マネジメント難句におけるクレーム管理の体制

マネジメント契約では、プロジェクト関係者の間のクレーム管理は、 (図 6・5・3)

に示すように、 2返りのやり方がある。

(a) (b) 

、、

(図 6・5・3) マネジメント契約のクレーム対応

上図のうち (a)は、マネジメント実施者が、プロジェクトの全段階を、もしくは、契

車守管理(GontraotA伽ini杭ration)を、契約上の業務範囲にした場合である。

ワーク契約の場合の(図 6・5・2)に示した IheEngineerの役割を、マネジメン

ト実施者が、担当している。

(b)は、契約管理の業務を担当していない場合である。

発注者とワーク期留者)か直接やり限りし、マネジメント実施者は、両者lこ必要な情報や

資料を提供する役割に、とどまっている。

6・5・2・3 ワーク契約とマネジメント契約のクレーム管理上の相違点

ワーク契約において、クレームに関与する当事者は、発注者、ワーク実施者、および T

he Engineerである。

マネジメント契約において、クレームに関与する当事者は、発注者、ワーク実施者、マ

ネジメント実施者である。

ワーク契約とマネジメント契約のクレームの関わり方の紹i盆を明らかにするために、Th

e Engioeerとマネジメント実施者の役割や立場の比較を行う。

( 1 ) The Engioeerとマネジメント実施者の立場の相違
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経験的には、実質上は荷者の立場に、明確な相違は認められない。

Engin偲 r契約やマネジメント契約の個々の契約の恩担、は、主として発注者の要求や期

待に左右される。プロジェクト毎に、異なった規定が策定され、締結にいたる。TheEngi 

neerとマネジメント実路者に期待する役割も、個々の7.ロジェクトで異なる。

発注者が 1heEngin昨とマネジメン卜実施者(附)に期待する役割や機能を、別々の

プロジェクトで比較してみると、まったく同ーの事を期待している、というとともありう

る。したがってTheEngineerとマネジメント実施者の問に、明確な線を引いた定義付け

を行うことは、実際には不可能である、と考える。

そこで、建前上で期待されているTheEngineerとマネジメント実施者(MCr)の基本的な

立場を考える。

The Engineerの立場は、本来は発注者とワーク実施者の両者に対する中立的な第三者で

あるとされた。但し‘TheEngin飽 rは、発注者に傭われるので、心情的には発注者寄りに

なる。TheEngine邑rとの契約開設は、発注者の意図によって規定されるので、契約的にも、

発注者寄りにならざるを得ない。

一方マネジメント実施者の立場は、その誕生の動機からも、発注者と同じ立場に立つ、

と考えられる。

マネジメント実施者は完全に発注者側にあり、TheEngin飽 rはマネジメント期路より

はワーク謝在者側に近い、という見方が出来る。しかしTheEngineer・を、マネジメント実

施者よりも発注者サイドに引き寄せておこうとの意団をもって、Engineer契約の条項を規

定する発注者もいるから、実態はやはりケースパイケースということになる。

'Dle Engin四 rは、プロフェッショナルの立場で、いかにして最善な状態で工事を完成さ

せるか、を考えながら仕事に就く。この場合の最善とは、第一に品質や↑全能、ついで金額、

最後に工期という順番になる。

マネジメント実施者の考えは、いかにして発注者の利益を鋪ねないように、という前提

に立つ。手11益を損ねない、というごとで、第ーにリスク対応、ついで品質や性能、最後に

工期という順番になる。

結果としては同じところに帰着するが、発想に若干の相違が出る。

The Engineerの仮る重量いを考えてみる。発注者とワーク実施者の意見か布反して、工事

の進展や出来ばえに、惑い影響を及ぼしそうになると、百leEngineerは契約、法令、技術、

習慣、常識などを総動員して、 (笥桝の人々にも)妥当と考えられる結論を導き出そうと

する。その結論によって、仮に発注者に大きな利益をもたらす車諺裂になったとする。

その場合TheEngineerの仲間である建設コンサルタントたちから、非常識なほど不公

平だ ! と噂をされるようなふるまいが、そのTheEngin町にあったとすると、聡撲上

で有利な評価にはならない、と言われている。いわゆる、ある種の噂のあるコンサルタン

ト、という定評がつきまとうことになる。悪評のあるコンサルタントには、請負契約の当
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事者であるワーク実施者ら、TheEngine巴rの忌避を申し入れられることもある。

つまり、係争状態では、TheEngineerは裁判官の役割を期待されている。

一方、マネジメント期宣言言は、発注者を擁議するために、大げさに言えば全管全能を使

って知躍を絞り出すことになる。この場合のマネジメント苅路・の御畑、極端な比鴻を

試みると、原告側の検事か、被告側の弁護士、のような存在となる。

このような寸重の見方を裏付ける根拠となるマネジメント笑施者とTheEngineerにつ

いての事例を、過去の経験事例から挙げる。

マネジメント実施渚が、極端に発注者寄りに立って行動した。そして、ワーク実施者の

要求をごとごとくはねつけた。マネジメント実B佐者は、発注者に対し自分の行動の正当づ

けを行って発注者をミスリードした。マネジメント実施者の行動l立、ワーク実施者を怒ら

してしまって、莫大なクレームをぶっつけて来た。紛争をしている問、エ事がお隔に遅れ

てしまった。激しい応酬は愚後に裁判に持ち込まれた。審理の結果、発注者側が敗訴とな

った。発注者は、マネジメント実施者の当初とった行動がi直切だったならば、莫大な損害

を被らなかった筈だとしてマネジメント実施者を訴えた。マネジメント掲在者が発注者{ftJJ

の立場に立つといっても.いかなる判断が発注者の利益擁護のための行動になるなのか‘

単純に割りきった評価は非常に難しいわけである。

The Engineerについての経験事例を挙げる。

工事の途中で発注者が、ワーク実施者に追加工葱を命令した。元却、その工事契約は、

総価知力であり、金額の追加はない。恥Engi日目rの現場駐在主席技師(ChiefResident 

Engineer: CRE)は、ワーク実施者の言い分をきいた上で、発注者の命令を無劾とした。

発注者は、 CREを強圧したが C阻は態度を変えなかった。その αEは発注者1から更迭さ

れた。 i自分の割l断に誤りはない」といって現場を去った。その CREは、健免されたけれ

ども、建設コンサルタントのEngineerとしての翻面は下がらずに、その後も各地で CRE

として、活動を続けている。

伝統的なTheEngineerの真髄は、普偏的な立場を採ることにある。

新しく誕生したマネジメント実施者への期待は、従来の伝統的なiHJiみでは円滑に機能

し難かった部分の改革、特に発注者の立場の強化にある、と考える。

( 2) The Engine釘とマネジメント戴踏のクレーム管理上の御jと責任

クレーム管理の上では、TheEngineerとマネジメント実施者は、立場が耗躍する。The

Engin町は、発注者とワーク実施者(WCr)の、相反する主張に対する裁定者の役割を果

たす。

米国では、相反する主張による紛争の解決手段として、最終的には法廷闘争までの方法

が用意されているが、TheEngineerはその第一段階のEngineer裁定を下す権能を持つ。

一方、マネジメント実施者は、 The Engineerが付与されている権能を持たないのが普

通である。マネジメント実施者に与えられるのは、発注者の代理人の役割であり、発注者
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の立場に立って、利益を搭蔓するように、クレーム管理をする責任を持たされる。

マネジメン卜契約のプロジェクトでは、発注者の意を受けたマネジメント実施者の回答

に対して、受注者が異論がある場合、すく1こ調停(Mitigation)にもちこまれるのが、通常

のやり方である。調停は、発注者と受注者の双方が合意した調停者(胤tiga旬r)に解決の手

をゆだねる。その場合、調停者がTheEngine己rの役割を演じ、マネジメント実施者は発

注者の役を演じることになる。

6・5・3 紛争解決の手段

6・5・3・1 謁停 ・仲裁却ま謬訟手続き

クレームが双方の合意に至らない場合には、調停 ・仲裁又は訴訟の手続きに進むのが米

国での解決方法である。

仲裁に関する{中毅者や仲裁機関の諸規定は、あらかじめ契約条項の中に調停条項削tig

ation Clause)、仲裁条項(ArbitrationClause)として明記されている。

( 1 )調停(Mitigation) 

調停は、比較自噺しい鮪夫手法であり、当事者逮が合意すれ凶制な資格を持たない調

停者遣を選定することが出来るうえに、数日間で結論を出すことが出来る。

ただし法的拘束力を持たないので、調停者が出した結論にどちらか一方が不服があると、

別の解決方法を採らねばならない。

(2)仲裁(Arbitration)

仲裁は、建設工事に詳しい専門家(Arbitrator)の潟識的な意具カ将写られること、手続き

が穏便で期間も短く費用も安価であることカ寝所である。仲裁人(Arbitrator)は公認の資

絡者である。鰯旬倒見定によりや峨結果に法的拘束を付与することが出来る。この法的拘

束力は、国境を越えて有効とされているので、言訟よりも国際性がある。

(3)訴訟(Litiga tion) 

訴訟は、紛争当事者均域判(Forum)の判決(Judg，償制t)によって、解決を得ょうとするこ

とである。米国で紛争解決の最終手段に、訴訟の道を溜Rすることが多い。ただし一方の

当事者が国外に逃げ出すと拘束が不可能になるという、国際化の矧吃に致命的な欠陥があ

る。日本人には心理的に抵抗感のあることだが、米国の建設会社は‘発注機関を被告(Def

en也nt)の席に座らせることに、特別な感慨や違和惑をもっていない。

6・5・3・2 ワーク契約の紛争解決

ワーク契約における当事者は、 (図 6・5・4)に示すような関係に立って、紛争解

決にあたっている。

(図 6・5・4)は、TheEngi口町による決定(Decision)が耳調になった後で、次の
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$~皆に進んだ場合である。従って、通常はThe Engine釘カ功日わっていない。この図の第

三者の一人に、調停者地主記されている。TheEngine坦rの存在するワーク契約では.ηleE 

ngineerの下した決定に不服がある場合は、仲裁に進むの均」般的なやり方である。

(図 6・5・4) ワーク契約の紛争解決

6・5・3・3 マネジメント契約の紛争解決

マネジメント契約における当事者は、 (図 6・5・5)に示すような関係に立って、

紛争解J夫にあたっている。

、裁判官)

(図 6・5・5) マネジメント契約の紛争解決

上図は、発注者(マネジメント実施者を含む)とワーク実施者との双方の主張が、給者

や同意に至らず、第三者の手に、解決を委ねた場合である。

マネジメント実施者が参画するか否かは、発注者の希望とマネジメント難句の1見定によ

る。発注者の判断によっては、別の者(たとえば弁護士やクレーム専門家など)を充てる

ζともある。

筆者が米国で携わったプロジェクトにおける紛争解決は、 (表 6・5・3)にその事

例を示すように、まず当事者(マネジメント実施者(附)とワーク期儲印刷)同士での

段階による解決が圧倒的に多い。解決しない問題は、次に調停にかげられた。

ー 263-



(表 6・5・3) 紛争解決の事例

合計 謝官露 頂爾

紛 争 件 数 35 1 2 23 

7~γ メント繍欄tして鰻 2 2 。
7~γ メント薬臨時車問ヰ磁定 23 1 0 1 3 

調 停 6 。6 

イ中 裁 3 。3 

訴 訟 I 。i 

マネジメント契約における調停は、ワーク契約における 百leEngine色rの決定に該当す

るような位置づけにあるように見受けられた。当事者たちも、調停を身近で重宝な存在と

誌脅しているようである。調停者の選定は、当事者の合意のみが必要で、人選が容易であ

る。

仲裁は、噂ほど多くない。仲裁者は公的な資格者で、仲草紙操は湖守な市附を受けるの

で、調停此仁の権威がある。仲裁者社会のシンジケートがあり、当事者の手l膳が絡んだ駆

げ引きがあって、もめ出すと入選が厄介になるようである。

訴訟は意外に少ない。関係者に言わせると、訴訟を選択すると、解決までに時間がかか

ること、時間をかけた割には良い結果均湖待できないこと、当事者不在の弁護士社会のル

ールに委ねられてしまうとの不信感、なと・が原因になっている、というごとである。本事

例における訴訟は、現樹だ兄の相違の解釈を巡る係争で、解決までに16カ月を要した。業

者側に有利な手結果に落ちついたが、業者には実費回収に遠かった、とのことで、上述した

ような一般的な傾向を裏付けているように思われる。
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第7章米国におけるマネジメント契約(舵)とワーク契約(WC)の比較検証 (3)

{組織と企業経営}

7-1 プロジェクト巡営組織

7 . 1 . 1 プロジェクト組織構造の変化

企業や機関は、プロジェクトを成功させるために、経験的にその仕事に筋道と思われる

組織の編成につとめてきた。その結果、組織情造の選択は、恒久的組織である職吉田リ構造

から、 (図 7・1・1)に示す経緯をたどってきた(*1.牟2.*3)、と言われている。

一一ー 「→|ア口γェクト 7t;，'f-'髄 ト 寸

世笠盟十| 卜 |プロジェクト ・チ ー ム 縦|

し→|事業場 別構 造卜 」 ↑ 僻 i

li昆成構造|

(図 7・1・1) プロジェクト組織構造の変化

長年の前行錯誤の歴史の中から、現在に見られるように体系化されてきた中で、プロジ

ェクト ・チーム楠宣(PrajectTeam Structure)が、プロジェクト謝ラ組織として代表的旦

つ標準的な組織で、最適な特性を有している、とされている。

7・1・2 プロジェクト ・チーム

7・1・2・1 プロジェクト ・チームの定義

プロジェクト ・チームは、恒久的な固定説E織と対照的な、流動的で短期的な組織(刈.*5) 

であり、"プロジェクトの目的を効率的効果的に達成するために、母体組織の縦割りの各

部門から横割りの課題に対して有機的に編成されるプロジェクト逝子組織"と定義される。

7・1・2・2 プロジヱク卜 ・チームの機能

プロジェクト ・チーム制金制は、プロジェクトの目標 ・目的を達成するために、組織全

体が持てる機能や能力を、主主対1艮に活用して成果を産み出すことにある。

プロジェクトは遂行途上で、業務の内容 ・性質 ・室市唱えず変化する環境にある。そこ

で、諸活動が離散しないように、プロジェクト遂行の責任 ・権限 .t静Eを、一点化 ・集中

化した組織機能の求心力と、管理水準に応じた委譲が:;0婆になる。そのためにプロジェク
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ト組織は、プロジェクト・マネージャー!Project~加ag町)を]瓦点とするトップ ・ ダウンの

マネジメノト階層概宣とピラミッド状蹴宣を形成する。

米国のプロジェクトチームは、機育捌の組織割りが寸鮒であり、個々の機能グルー

プのトップ(SectionManeg，邑rs)が、その管理責任を持つ。

日本のプロジェクト・チームは、スタッフ付きの復合ライン車邸援の形態を採用する例が

多く、個々のラインのトップ(Section胤negers)は、任された範囲のすべての職有をを多元

的に管理する(札*7)。

7・1・2・3 プロジェクト ・チームのマネジメントの原則

プロジェクト ・チームの遥営原則(*9)は、以下のように恒久的な組織と相違している。

(1 )包的の与件と確定化;

チーム結成以前に目的が確定され、条件の多くが既に与えられる。

(2 )目標の統合化;

プロジェクトの目標を達成するため、諸資源(Res口町ce)の統合化と晶町ヒをはかる。

(3)責任と梅良の集中化;

ただ一人の統合責任者であるプロジェクト ・マネジャーにチームのあらゆる責任と

棺艮を集中させる(*4.時)。

(4) ~~:定例性;

特定の目標を達成するための非定例的(Non-Rou tine)で繰り返し性のない (Non-Repe

a匂ble)、1回限りの仕事(One-OffUndertaking)を、対象としている。

(5)範盈能力による編成;

チームは、課題解決に品重なメンバー構成になっていることが必要である。

(6)二塁籍管理;

メンバーの組織帰属意識を、縦割り型の組織(出身元)と績割り型組織(出向先

のプロジェクトチーム)を二枚重ね合わせた二重構造として三次元的に考える。

(1)チームの仕事の優先;

縦割り組織の仕事よりも、横書IJり組織(プロジェクト ・チーム)の仕事が優先する

という原則の徹底が必要である。

(8)本籍地(出身元の組織)による評価，

チーム・リーダーのメンバー評価は、チーム知連の成果(成攻撤奨功績に対する

表彰など)を、メンバーに配分する場合にのみ、有効である。

通常は、チーム ・リーダーの評価は参考にされるもので、チーム ・メンバーの昇格、

昇進、昇給などに関しては、あくまでも本籍地の上長が、最終的に評価する。

(9)遥成期限の設定;

プロジェクト ・チームの輔副、非繰り返し型で、必ず達成期限がある。
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(1 0)課題解決後にチーム解散;プロジェクト・チームは、課題が解決されればチーム

は解散する。

解散後、メンバーは、二重籍管理の原則により、本籍地であるもとの庁調のもとの

ポストに戻る。

以上の原則は、マネジメント契約とワーク契約の双方に適用できる。

マネジメント契約の場合、マネジメント諮問は、発注者のf甥 l・範囲を、必要に応じ

て肩代わりすることがあるので、マネジメント実施者のマネジメント業務は、必ずしも自

己完結しないことがあり、上記の原則のすべてカ境足されない場合も起こりうる。

7・1・2・4 建設マネジメントとプロジェクト・チーム

建設マネジメントの特徴を、プロジェクト・チームの運営原則は、 (表 7・1・1) 

に示されるように対比される。建設マネジメントは、プロジェクト・チームの運営原則と

極めて適合性が極めて高い。

プロジェクト ・チームは、建設マネジメントに援もふさわしい車邸畿である。

(表 7・1. 1) 建設工事に対するプロジェクト・チームの運営原則の適合性

プロジェクト・チーム逮嘗原則 建設マネジメントの特徴 適否、

目的と課題 具体的な建設構造物の建設 。

意志決定の明確化 リーダーによる組織の意志が明確に機能 。

リーダーによるメンパ←の選定 本部による推薦の中からリーダー料塁定 d 

最適能力による編成 目的に愚直な組終編成が至上諜題 。

榔艮の付与 自主的なメンバーの任免、予算管理、業務遼笛- d 

二重籍管理 出身元とチームの双方に帰属意識がある 。

チームの仕事の優先 チームの仕事に専従する 。

本籍地(出身元)による評価 事実上、出身元の評価が決定的な決め手になる 。

達成期限の設定 竣工日が絶対的な期限 。

課題解決後にチーム解散 竣工後の決算によってチームの存在曹設消滅 01  

。例外がない絶対的特性、 0通常の特性、ム原則だが現実はしばしば実現されない特性。

7・1・3 プロジェクト ・チームの形成過程

プロジェクト・チームの形成過程を、建設プロジェクトにおける現場事務所を例をもと

に、明らかにする。現場代理人を所長、主任技術者を菌防長と表現する。現場事務所の組

織がプロジェクト・チームであり、プロジェク卜 ・マネジャーである所長をトップとする
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ヒエラルキーカ脅釘守されている。

7・1・3・1 単一ラインの構造

単一ラインのf蹴室は、 (図 7・1・2)に示すように、チームの構造がトップから末

端まで、ただ一本のラインで構成される。プロジェク卜 ・チームに要求される機能が一つ

だげか、極めて少ない場合に適応できる。

(図 7・1・2) 単一ラインのプロジェクト ・チームの例
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7・1・3・2 同一機能の複線ライン構造

同一機能の視線ライン構造とは、 (図 7・1・3)に示すような、単一ラインが複線

化したプロジェクト ・チームである。

ライン聞の調整は、所長が行う。ライン数が培えるほと議陛が地ぇ、調建業務は複雑に

なる。所長の調整官v.Hこより、ライン数に限度がある。

雫

(図 7・1・3) 同一機能の複線ライン構造のプロジェク卜 ・チームの例
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7・1・3・3 同一機能の後線ライン ・プラス・スタッフ組織楠釜

仕事の発生地境常的でなく、その塁があらたにラインを設けて匁躍するほど多くもなく、

その仕事が多くのラインにも共通する華怨を及ぼし、チームのトップの判断処理が望まし

いという場合は、ライン構造にスタッフをつけ加えた(図 7・1・4)に示すような組

綴情造が生まれる。スタッフとは、チームのトップに直結し限定的または臨時的な仕事を、

遊撃的に行う者である。

ライン楠室の4広大にともない、ラインから発展的に独立した機能がスタッフであり、そ

のスタッフはライン峨能を補完し促進する (*10)。

7・1・3・4 相違する機能の複線ライン構造

相違する機能の複線ライ ン格槌とは、 (図 7・1・5)に示すような、異なる複数の

機能から成るプロジェクト ・チームである。この例では、各機能の中に、更に技術指噂機

能と現場監督機能から成る複数の下部機能がある。

早
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(図 7・1・4) 同一機能の複線ライン ・プラス ・スタッフ組織構造の例 (図 7・1・5) 相違する機能の複線ライン権造のプロジェクト ・チームの例
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7・1・3・5 級官印刷織

瞬間l組織は、職能の専門化や麟社の分化によって、誕生した禅譲である。

ー -耳-
EE 

. 
ー・・ーーーーー・ーーーーーー.ー--・ー ー-------_--------------_._-ー ーーー ーーー一一--ーーーーーー ー‘ー -ーー ーーー

(図 7・1・6) 職能別組織のプロジェクト ・チームの例

米国では、建設プロジェクト ・チームの組織といえは職官印リ組織を指すほど、広範に利

用される組織である。理由は、ぜ術者や専門家を育成する教育機関の専門分野を、企業や

官庁均等重した職能にしているからである。彼等は企業に縛られず、専門性を守りつつ転

職する.米国では通常、 (表 7・1・2)に示すような分野に、級官Eが分化されている。

(表 7 ・ 1 ・ 2) 職能別組織の分野~lj業務内容

験能分野 E輔の殻 業務の内容

General Manag切lent統括業務 安全管理法務管理官庁 ・地問サ策

Engineering 技術 品質保証設計管理またはその知直品質管理

Procurement 調達 入札謝在 契約管理(契約、購買、クレーム)

Project ConLrol 工務 見積原価管理工程計画工程管理

Construction n 労務管理機繊管理資材管理仮設備管理

_~d m i n is t ratio n 事務 資金管理出納 OA管理

現在の米国では、建設プロジェクトや会技規模の大型化にともない、技称渚の集合離散

によるif.t晶化が激しくなった。そこで、採用する樹聞が何を経験しどんな実績があるの

か、採用した技称渚に何をさせたらよいか、を単純明快に判断して大量の要員編成を行う

ことが5主要となった。それを沼郡こ行う方法として、特にが見模プロジェクトでは、職能

を基準に分化させる組終編成が、主流となった、といわれている。
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7・1・3・6 ライン ・スタッフ構造組織

ライン ・スタッフ搬錦織は、職能別組織にスタッフ機能をつけ加えた(図 7・1・

7)に示すような械室組織である。

堕
:プロジェク卜 ・チーム

'ー-・ーーーーー-~-- ー ー・-ーーーーー一ーーーー----ーーーー-ーーーーーー喝ーーーーー-ー一一一一一一ー一 一一一一一一一一一一一一一ーー ーーーーー・ーーーー一一.---

(図 7・1・7) ライン ・スタッフ構i蛍呂織のプロジェク卜 ・チームの例

ラインとスタッフの機能は、歴史的にも変動しており、必ずしも明確にされていないが

(叫 )、両者の聞には一般に(表 7・卜 3)に示すような相.i!it抑留められている。

(表 7・i・3)ラインとスタッフの業務上の立場の相違

ライン部門の原則 スタッフ部門の原則j

業務の内容 生産 ・出来高につながる直接業務 調査 ・企画 ・分析などの間接業務

部門の機能 直系の指揮系統による指示 ・命令 ラインに対する助言 ・支援

業務の範囲 他のライン業務と区別出来る ライン業務に属さないか組織全体を網羅

業務の特徴 定常的 ・日常的で繰り返し 非定常的 ・臨時的で非繰り返しが多い

組 織 直系の部下で構成される組織 個人の存在で部下はいない

活動の形態 組織的活動 個人的活動

評 価 フイン自身の主体業務遂行の成果 フイン職能に与える安操

7・1・3・7 マトリクス楠錦織

プロジェク卜がさらに大型化し、プロジェクトチームの組織が一層大きく複雑になる

と、組織精成員数はますます増大し、肥大化の弊害が起きる。米国では、この対策と して、
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マトリックスli![の対応組織が考案され(本13)、実用されるようになった。米国でマトリクス

組織が普及したのは.宇宙開発が篠んになった時期だが、 ill設会社も導入に熱心だった業

経の一つ(本12)、とされているa プロジェクト ・チームの中のスタッフ機能を、プロジェク

ト・チームの外昔日.本社や支j百などに求めていることが、特徴である.

マトリクス組織は、工程の変化に対応可能な弾力性、人材の有効活用、主主用効果の点で

優れている、と評価されている。

しかし現在のところ米国では、マトリクス組織は、当事者ーたちに余り評判が良くない(本

14) 。それは日常、徹~構成員カ端数の上司の存在を意識しなければならないので、心~的

に居心地の悪い思いをするからであるといわれている.合理的で一元的な権限に~I?切る

米国人の中に根付<1こは、時間がかかるように思われる.

マトリクス組織の事例を、 (医1 7・1・8)に示す.

この事例では、プロジェクト・チームの縦軸管理(笑線)が、本部の総有田l組織の繍軸

管理(点線)に優先している。

この場合、プロジェクト・チームの矯成員は、専門的な助言を支庖からIDll号しながら日

常の業務を行い、必要なら非定常明 ・専門的な業務に、支活から支援を仰ぐことができる。

支広から参画する要員は、プロジェクト・チームのメンバーに対するスタッフ徴能を期待

されることになる。

7・1・3・8 プロジェクI-*ru畿の変遷

各プロジェクト組織は、 (図7・1・9)に示すような変遷をたどった。しかし、その

発生は、様々な動機を背景にしており、乙の時系列のl眠序が絶対的とは言えない。
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|マトリクス組織髄|

(図 7・1・9) プロジェクト実行組織の変遷

ー園
7・1・4 ワーク契約とマネジメント契約のプロジェクト組織の適性

園
7・1・4・1 ワーク契約とマネジメント契約のプロジェクト

ワーク契約は、設計者やエンジニアが計画立案したもの、とあり(ホ8)、プロジェクトの

下流側である工事関皆を、対象としている。

マネジメント鄭可は、全段階を含む、とあり (*16)、プロジェクトの長上続から最下涜ま

での、すべてのプロジェクのすべての櫛皆を対象としている。

しかしワーク契約でも、設計施工契約の場合には、設計や調査の段階がワーク契約の中
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(図 7・1・8) マトリックス型組織の例(本15)
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に含まれるので、ワーク契約とマネジメント契約のプロジェクトの相i童は、対象とするプ

ロジェクトのm皆が決め手とならない。

ワーク契約とマネジメン卜契約の契約上の相違点は、第3章第1節に記述したように、

ワーク契約は「完成を約束しその成果を譲渡する」契約であり、マネジメント勢。ワは、

(自らが必ずしも手伝下さずに) r人々を活動させるようにリードする」ことを対象とし

た契約である。

これは、プロジェクトの性格の相違を意味せず、プロジェクトの中の役割の相違を示し

ている。 rするJ役割を規定したものがワーク契約であり、 「させるJ役割を規定したも

のが、マネジメント契約である。プロジェクトの中に、マネジメント契約が存在しない場

合、 「させる」役割は、発注者利Eうことになる。

7・1・4・2 ワーク掛守とマネジメント契約のプロジェクト組織の特徴

プロジェクトの進捗に応じた組縦繍や専門委員の差し替えは、ワーク契約では不要か

必要度判丘いが、マネジメント契約では必要不可欠か、必要度地塙い。

マネジメント契約のプロジェクト組織とは、

"プロジェクトの初期段階に発注者、設計専門家、マネジメント実施者から成るグルー

プである。その後に、元請け業者逮もそのグループに加わることを保証されている(AreE 

暗aged)" 

と定義(キ17)されている。

米国でマネジメント契約によるプロジェクトキ邸哉は、一企業や一後関の組織に限定せず

そのプロジェクトに関係する機関、企業の関係を含めた概念として捉えられており、その

プロジェクトに関わるすべての機関 ・企業を含めることによって、プロジェクト運営が機

能し、プロジェクトの逮営機能が予訴吉する、と考えられている。

ワーク期首者のプロジェクト組織が、自己完結型で固定的な性格を有するのに対して、

マネジメント期踏のプロジェクト組織は、 (図 7・1・10)にモデル化されるよう

に、発注者やワーク実施者の機能や能力の影響を受けて編成される。

この図のケース l のように、発注者もワーク実施者も備えている機能や能力が5j~河本な場

合、マネジメント謝在者が、発注者ばかりかワーク実施者の機能や官EfJも、補完する機能

や能力を備えた組織作りに迫られる。

ケース 2の場合、発注者の機能や育rDJ的援していても、ワーク実施者の機能や献が

弱体ならば、ワーク実施者の機能や能力(図中の右側の要素)を補完するために、マネジ

メント実施者が採用される可能性がある。
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(図 7・1・10) マネジメント実施者のプロジェクト組続編成の背景

7・1・4・3 ワーク契約とマネジメント契約の組織運営の特徴

ワーク契約の組織運営は、直接的 ・個別的なリードの悩告が強い。マネジメント難切

組織運営はマネジメント的リードの性格が強い。

マネジメント契約のほうが、マネジメント的な階層が高いことを示している。両者のプ

ロジェクト組織の運笥には、 (表 7・1・4)に示されるような相違を認めることが出

来る。
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(表 7・1・4) プロジェタトの組織運営の相違

使用するもの

ワーク契約l完成させること|建設物 |経営資源や技術 ・情報

7・1・4・4 ワーク契約とマネジメント契約のプロジェクト ・チームの適用性

(1)プロジェクト・チームの構成員の特徴

ワーク契約とマネジメント契約のプロジェクト ・チームの特徴は、

0ワーク契約の対象は、工事段階が中心で、マネジメント契約の対象は、上流(企画、調査、

設計の邸皆)から下流日惑の段階)まで幅が広い。

0拘束される期間は、ワーク契約では短く、マネジメント契約では長くなる傾向になる。

O立、要な専門分野(D.iscipline)は、ワーク契約は工事に偏重し種頬少ないが、マネジメン

ト契約は広い分野に亘って種類が多い。

0専門分野は、ワーク契約では契約時点で特定出来るが、マネジメント鰯ワでは契約後に

も発注者の要請によって追加される可古自主がある。

0プロジェク卜 ・チームの権成員は、ワーク契約では特定の専門分野だけが非常に多いが、

マネジメント難句では多種類の専門分野に亘っ廿樽かつ少人数になる。

0組織構成員は、ワーク契約では比較的箇定しているが、マネジメント契約ではプロジェ

クトの各邸皆の変わり自毎に出入りが激しい。

これらの特徴を比較すると、 (表 7・1・5)に示されるような相違が認められる。

(表 7・1・5) ワーク期儲とマネジメント実施者の特徴

ワーク実施者

7'0γ 工ク卜・うイ7サイクル 工事が主。対象段階(Phase)は少数

期 問 主として工事期間に限定

専門分野の種類 工事中，心で少穫

専門分野の特定 契約時点で確定

構成員の動員数 特定の専門分野に多数料扇る

構成員数の増減 全期間にわたりほぼ1今一

(2)プロジェク卜 ・チーム形態の適応性

①単一ライン組織:

マネジメント実施者

上涜から下読まで全段階を対象

事業全体を対象に長期間

事業全体の全分野を網羅

完成まで新規の要請が発生

広い分野に少数ずつ

関節事に入れ替わりが激しい

ワーク契約では、小規模Eつ短期間、少人数の動員、必要な機能が原則として一つに限
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定されるプロジェクトに、採用が可能である。

マネジメント契約では、特定された邸皆、短期間、限定された専門分野だけを空換とす

る場合に採用が可能だが、プロジェクトの途中での組織変更は不可自Eである。

オーナー型にのみ採用可能で、独立した組織で、マネジメン卜実施者の機能を4一分に発

揮できない。

②複線ライン組織.

ワーク契約では、組織構成員の仕事がー元的で単純作業カ鳴り返されるプロジェクトに

適用可能。適用範閣は広く、下請けの専門業者では主涜の組織である。

元議けの総合建設会社では、組織的対応に限界があり、採用できるプロジェク卜が限定

される。

マネジメント契約では、単一ラインの機能が樹守された上で、これと同じ機能が並列す

る場合に限られる。

③ライン ・スタッフ組織:

ワーク期守では、多種の専門分野の大人数の組織機成良市ぜ凄な大型プロジェクトに採

用さtL..ラインには機能別組織を採るととが多い。

マネジメント契約では、この組織は原則的にはありえない。

マネジメント実施者(MCr)の組織構成員の閣に、ラインとスタ ッフの職能上の区別がしに

くい。全員がプロジ・ェクト・マネジャーのラインとも見なしうるし、全員が発注者のスタ

ッフ、と見なすことも出来る。

④機能月!路邸議:

ワーク契約では、通常広く採用される組織である。プロジェクトの種類や規撲に対する

適用性も広い。

フ.ロジェクトによって、ライン部門聞の業務量や動貝人数に偏りが著しく発生した場合

には、過小部門はライン部門からスタッフ苛伊守ヘ移行して、ライン ・スタッフ組織の拡大

した構造形態と見なされるような措置を採ることがある。

マネジメント契約でも、この組織は一般的に採用されるf婚である。

⑤マトリクス組織:

マトリクス組織は、ワーク鶏ワ、マネジメント鰯守共に、頻繁に採用される。

ワーク難句で採用される場合、両勅の管理が同等に機能することは少なく、プロジェク

ト・チーム内部の縦車血管理が絶対的に支配力を行使する。

マネジメント契約では、業務の専門性が高いこと、人員配備を弾力的に行う必要がある

ことなどの理由で、このマトリクス組織は、普通規様以上のプロジェクトでは、車車な組

織形態とされている。

メンバーの各人の専門性に委ねた自主的判断に委ねるところ均移いので、管理上からの

抑制や拘束が緩い乙のマトリクス組織は、マネジメント難句の円滑な機吉野舗をが可能に
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する。

マネジメント実施者が発注者、ワーク実施者、およびマネジメント実施者自らの企業内

剖lのよ剖組織との関わりを持つマトリクス組織の事例を(図 7・1・11)に示す。

マネジメント実施賓の本部の組織

発注者の組織

マネジメント実施者のプロジェクト ・チーム

ワーク実施者のプロジェクト ・チーム

(図 7・1・11 )マネジメント契約のマトリクス組織の例

これは、マネジメント実施者が、発注者、ワーク実施者、及び自らの支援機関と有機的

に結合したプロジェクト ・チームを編成する場合の例である。多くの関連組織を有機的に

結び付け、かっ融症な関係、の中で役割分担を明確に規定出来る点、で、マトリクス組織は優

れている。
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ワーク契約とマネジメント契約の、プロジェクト・チームの適応性を比較検証の結果は、

(表 7・1・6)に示すように整理される。

(表 7・1・6) プロジェクト・チームの適応性

組櫛15態 ワーク契約 マネジメント契約

プロジェクト形態 小型 ・輔竜 大型 ・複雑 小型 ・単純 大型・隣住

単一ライン 。 × 。 X 

複線フイン 。 A 。 ム

機 能 日1) ム 。 f:::， 。
フイン ・スタッフ × 。 × 。
マトリクス × 。 × 。

0適応性がある、ムj犬f兄によって適応が可能、×適応性がない
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7-']. 企実経企組織

7・2・1 米11;1の企業形態

米国の企業には、fli;J人企業(Indi v idua 1)、協同組合(Co-par1 ncr sh ip)、企業法人(Corpo

ra 1 i on)、の3fiT!知がある.建設企業にはこの他に、企業法人に属する専門企業法人 (ProI

cssional Corporalion)と共同企業体(JointVenture)がIJ日わる.

7・2・1・1 個人企業(Indivldual)

個人の企業主が全面的に支配管理し、利益の処分や債務の負担に制限を受けない企業体。

法的規制を受けずに、企業主個人の意志で自由に設立 ・廃止を行うことが出来る。

7・2・1・2 協同組合(Co-par t ner sh i p) 

協同組合とは、複数の者が営利目的を以て出資し、共同して業務を進行する契約関係，

出資者を組合員(I'artncr)と称する。組合員の中の実質的な経営者を、 GeneralParlner. P 

ubl ic Parlnrrと呼び、経営に参画し債務責任を有する。

7・2・1・3 法人企業(Corpora1 i on) 

法人企業には、私法人企業(Pril'aleCorporal ion)と公法人企業(Public Corpor31 iOI1)が

ある.

(1)私法人企業(PrivatcCorporation) 

私法人企業(PrivatcCorporatio日)には、株式会社(StockCorporaiion)と非税司法人企

業がある。非料E式法人企業は、わが国の財団法人、社団法人、宗教法人、医療法人、学校

法人などの非営利団体に該当する。

(2 )公法人企業(I'ublic Corporation) 

公法人企業(Public Corpora! ion)には、地方自治企業体(Munic i pa 1 Corpora t i 011)と公益

企業体(Pub1 i c Corpora 1 i on)がある.地方自治企業体C¥tllnicipalCorporat iOI1)は、地方政

府が公共目的のために行政維の一部を行使させる政府の一機関.行政の目的に適合した活

動を行い、その利益は公共目的に還元される.公益企業体(Public Corporation)は、有料

道路や鉄道などの公共施設の述設運営のために、州の法律で特別に設置される機関側 AUlh

or i 1)'や COOlmit tee (委員会)などをつけた名称で呼ばれる，

7・2・1・4 共同企業体(JoinlI'elllure) 

共間企業体とは、複数の企業が資本を出し合って、特定の業務遂行のために特定期間だ

け存在する企業体e 共同企業体は、出資企業から独立した企業体である。
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7・2・2 建設企業(ConstructionCOnlraClOrS)の形態.

米国では、建設プロジェクト(Conslructlon Pr日j('c 15)のIj(ii_工CfheExccu 11 on)を指邦 ・

監督する(Supervisc)施工業者<BuiIders)を、 COl1lraclors(請負契約1括的とか Const ru 

C lors (工事業者)と呼んでいる(キ1)。請負契約業者や工事業者を特定する「施工をH1P1i.

監督する者Jとは、施工する者(Workers.laborcr，Ollcrator)である人的資源(l!uOlanRCSOll 

rces)、施工に使う物(Malerial.Machinary and Plal1l)である物的資源(MalcrialResourc 

cs)を使って、工事を完成させる個人または組織である。

Co日iraclorとは、工事完成の契約責任を持つ3走者である.その業者自身がその工事の施

工を直接手がける (Const ruc t)とは限らない.施工を直後手がける工事業者(Const ruc lor) 

に下請けに出すこと(SubletI ing)がある。

Conslruclorや Builderは、工事を直後手がける業者である.そのために契約締結が必

要だから Contractorでもある.

7・2・2・1 総合建設業者(GeneralConlraclors) 

総合建設業者とは、ープロジェクトの多様な業務(VariousTasks)の全てをコーディネー

トする機能(TheFunction)を有する建設企業で、 GeneralConlraclorsと呼ふ(本1)• 

米国の総合建設業者がわが国と最も異なる要件は、労務問題であろうと忠われる.米国

で、労務問題の知識が不可欠な理由は、組合の存在が大きいことである.組合との関係が

良好でないと.円滑な工事遂行は函縦である。米国では通常は、総合建設業者といえども

建設労働者を直接雇用して工事を行うこと、すなわち労務の内部化が当然になっている.

7・2・2・2 専門業者(SpeciallYConlractors) 

専門業者は、通常は総合建設業者の下請け業者(Subcon1 r ac 1 0 rs)として仕事をする.

時には法的規制によって、専門業者は発注者と直接契約を結ぶ場合もある。この場合、

専門業者にとって従うべき元請けの総合建設業者が存在せず、彼らは独立の元おけ業者の

立場にある。このような特例を除き、発注者は下請け業者との契約関係の一切を総合建設

会社に委ねるのが普通である(キ2)。

7・2・2・3 専門サービス提供業者(Firms& Maoagers ror Professional Servic内)

発注者が専門的なサーピス業務の提供を必要とする場合.業者-を選んでそれぞれを~立

した契約を結ぶか.複合の能力を持つ業者を選び幾つかのサーヒス業務をi恨み合わせた契

約を結ぶか、発注者ーが方針を選択するい3)ことになるれ

(1)資金計画コンサルタント(FioanciaJPlanning Consultanls) 
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資金調達を必~なフロジェクト (CaPllal PrOJeCl)では、災現戦略の主主主(51ralegic 1'1 

Ilnn 1 ng)段階で .~~肉の発注 tí.(立、主主金計画コンサルタントに助言や指導を求めることが多~¥。

コシサルタント{立、発注者が(ぜ全な資金繰りによる長期的効果分析と‘ij!，i1iされる施設の

t:tir.t位ぷ!dliを行い、融資の選択肢を助言する(本3)。コンサルタントには、公認会計士事務

所フィクサ一、ディペロッパーの起用が多い.

(2)設計 ・構造可j主務所(ArchileCl日raland Engineerlng Flrms) 

米匡陀Zは、建築物の設計家を Archllcct、建築物の精進計算者や土木械造物の設計者を

Engineerと称する.

設計・術造~H務所 (Archi iectural and Engineering Pirms)は、通常 A/Eと略称される

が、これはt主役設計.TJj:務所に、 Engincerたちの Engineering俊能を合わせ侍った組織と

見なされる。逆に E/Aは、構造事務所又は土木設計事務所に.Archi ieclの機能が加わっ

たものであるが、通常は、 E/Aも νEの中に含める. νE事務所の役割は、予備設計段

階のコンサルタントを勤めること、設計を完成させること、工事中現場で品質検査を行う

こと、発注者に代わって専門家の役割を勤めることなどであり、通常は建築工事でサービ

ス業務を提供する。

(3 )設計/施工会社(Dcsi gn!Cons t ruc t F i rms) 

米国では、すでにかなり以前から民間工事、特に大型の工場建設では、設計/施工会社

に発注することが一般的な傾向になっていたい1)• 

設計と施工をH:上にまとめることは、

①設計者とJiiii工1tri・とのIUlの札傑(Con[1icDを回避できること(殊に設計者が施工性(The

ir ConstrulibilJly)について詮索される(Scrutiniz~d) こと)、

②工期・工事貨の削減カ泊i設物の品質を犠牲(Sacri [J ced)せずに果たされること‘

③大型プロジェク卜では、段階胞工(PhasedCons 1 ruc 1 t on)の採用が容易であり.全体工

期(To(alProjecl Duralion)の大幅短縮が可能であること、

@ターンキ一方式(TheTurnkey Approach)の採用によって設計/施工会社に全責任を委

ねる (DclegaleAII Responslhlli Iy)ことが出来ること、

など、きわめて顕著な長所(ObviouSA小anlages)があるe 入/Eに対する{言綴の欠如の風潮

も、この設計純工指向の傾向を:助長している。

(4) MC会社(ProfessionalManagemelll Conlrartor) 

マネジメント契約(liC)の多係的かつ多角的な専門的サービス業務(ProfessionalServic 

es) を提供(Q ffer) するマネジメント笑施者 (MCr) の殆どは、 p~jf十事務所 (AIE Fi rms)か総合

建設会社(GeneralCOl1t rar lors)である。業容拡大をはかった設計事務所(AlEFi rms)や総

合建設会社(GeneralContractors)が、新しい市場に参入してきたからである.彼らは、発

注者に対して、本業との掛イナJ寺ち(DualRole)も、マネジメント実施者。>lCr)に徹したサー

ビス業務の提供も行っている.
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(5)運用 ・管理マネジャー(Operalionand ~lalntcnancc Managers) 

発注者が、Ffi符者CO"'ner:オーナー)として建造物(ConSlruclrdFacililies)のilll刈・符

理のために、専従のインハウス・スタッフ (In-lIouscStaf f)を長JUhlUfJする似合と、外 fH~

の専門職のマネージャー(Professi onal .\!anagersl と契約する均合がある。 .~rjJでは、 lni ~ 

は自前の工場施設(lndustrialPlanls)や公共純設(JnfrastructureI'aci! i 1 ies)の羽合に

多く、後者はアパートや商業ビル(Officesui lding)などの「テナントものJ(Rc川a1 I'ro 

pcrl ies)に多い。公共道路の管理を民間会社と契約するO1Jもあるい5).米国では-fJll的に‘

外部に管理を委託する傾向が強い、と言われる。

7・2・3 建設市場の仕組み

米国では、連邦政府による公共工事の執行の比重は.わが国にくらべて少ない上に、連

邦政府による規制は小さい，公共工事の比重が大きい地方政府、特に州政府の建設市場の

実態は、係々である。したがって、米国の建設市場は、地峻色が多彩で、多h'kt:主に富んで

いる。

7・2・3・1 建設企業の許可 ・登録制度(Conlraciors'License) 

( 1 )連邦政府

米国の連邦政府には、同高負業者であるワーク実施者(II"Cr)のill設企災の誌立や企で活動

の許可 ・登録制度の規定がない。またマネジメント実施者(MCr)に関する規定も存在しない.

(2)地方政府

各地の州政府は、州毎に後々に%なる制度を運用している. (表 7・2・1)に示す

ように地域的な多様性がある。マネジメント実施者(MCr)の登録や免許可F肢は、その要不妥

が従来から論議が続けられているが、制定の事実の情報や文献は見あたらない.
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。地域分布

(1< i・2・1)米国の建設企業の許可 ・主主録制度

(刊をもとに作成)

。公共工事の参加

許可制|登録制

|以工事砂川喜 5 

~長工悶附 3 2 

E晴I事日書血1:品苦 18 5 

fi附釧1: 5 I 2 

合計 2 3 I 7 

7・2・3・2 公共工事の入札制度

合計

2 5 

5 

23 

7 

30 

米国では、公共工事は原則として競争入札制度をt1用している。契約に至る経緯は連邦

政府、州政府により災ーなる。(底I 7・2・1)に示すように、米国には地域的な多様性

がある.
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建設企業の許可O又は登録・

eJJ官官資格審査

業者の格付け

.-¥ B C D E F G 11 1 .1 K l 

0・ 0・ 0・

00  j j j ! 0 

00↓ J 1 J 0 

入札公示 000000000000 
事前資絡審査O又は資絡iiiE明・ ↓ ↓00・ i↓0・ I! 

入札保証 000000000000 

入札 000000000000 
資格調査。又は主主絡証明・ i ↓ ↓ ↓ ↓ J ↓ ! 1 @ ・ ↓

履行支払い保証 000000000000 

契約締結 000000000000 

(注). .; 7リγナ町ミシヵ・〉、ネ1¥'ダ，テネシー.ゲ 7ーシ'二了伽道路工事 B ワシント〉島平7'77.加脇工事

C カJJ7オIv二7.ハワイ.7イゲホ.ミシシッピ I ユタtE D オレコ.λテキサ1

E Jリーう〉ド F 7ヲスカ G コロラド‘ Tイオワ、ケ〉タッキヘイシシルJ" 二 71~..'遺書I

H イリ11.イ〉ディyt.マサテューtヮ'i.オハイオ、オ'Jjれなど I ミ1・1ト‘ミネソテ

J ~邦政庇メイ;， K ワシントンDC.t工ルトリユ L ニrヨ-j‘0-ド71むド

(図 7・2・1)米国の公共工事の契約締結までの経線(本7をもとに作成)

7・2・4建設企業の組織

7・2・4・1 一企業ー現場の企業組織

一企業ー現場組織とは、現場とその企業が原寸大であることを意味する園歴史的には建

設産業の創成期の企業手且織であり、現代で創立時期に見られる.

Gangと呼ばれる当時の建設業者は、 Gangerと呼ばれる業者のi量を中心に.その脇を固

める幹部(Overseer， Forema日)たちで構成された。Gangerとは、現場の長であり同時に企業

の長でもある。 Gangの仕事は、労働者を使った手間訪け(労務請負)だから、現場作業の

効率性が採算を左右した。それには現場監督の良し慈しが決め手となる.幹部(言、従順で

膨大な数の現場労働者に対して自由意志を持たせず絶対的な権力をふるった。

Gangは、 (図 7・2・2)に示されるような織成となる.これは.当時の企業組織で

あり、同時にプロジェクト・チームの*ru設でもあった。
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Icangerl 

IOvcrscerl Iraymastcrl 

|峨数)

ITimckeellerl 

(必要数)

巨二日

(図 7・2・2) 初期の建設業者の組織(バをもとに作成)

一企業ー現場の企業形態は、現代でも特定の発注者だけを相手にしている建設業者や小規

模の専門業者ーなどに見られるが、現代では、建設会社の役割は多くなっているので、組織

は、 (図 7・2・3)に示すように複雑になる。現場点ー任者のプロジェクト ・マネジャ

ー(ProjectManager)は、企業トップの社長CPresident，Partner， Managing DireClorなど)

でもある

(図 7・2・4) プロジェクト組織の企業構造(ヰ10をもとに作成)

建設業者が、 Gangの段階で能力を高めると、工事入手の機会が地える.Gangは、柊数

のプロジェクトを抱えるようになる。すなわち複数の Gangから成るi主役企業に成長する.

企業の成長に応じて治加するプロジェクトを円滑に速さするために、それぞれのプロジェ

クトに責任者と専従者を当てる必要がある. Gangerは企業のトップになって、 Presi drn 

iと肩書きを変える。 Gangは、建設企業の-*dの、プロジェクト ・チームに位置づけら

れる。プロジェクト ・チームの責任者は、 SUJleriotendentや Taskmasterなどと房Sきを

変え、現在では ProjeclManagerが最もなじみやすい.

従来は、採算の検討や収支の管浬は、企業のトップ一人の役割で‘そのために彼はすべ

ての責任と権限を握った.この時期に、企業の中に組立採算の盟、悠が芽生える.PrOlcct 

Managerの名称は、採算のm任の発生を象徴するものである.初期には、 Presidentに対

して ProJeClMa日agerが利益を約束し、約束以下だったら弁済を含むr.l任を取るという‘
実質的には社内請負制という採算責任である。 Presldentは、個々の PrOJcct)tanagcrか

ら約束された利益を吸い上Ij'ることにのみ関心を払い、それ以上の企業経営は不要で，本

部機構も特に必要としない.

Presidentの権限は‘プロジェク卜の入手、利益をあらかじめ担除した目照を現場に渡

すなど、収主主の発生に関する業務にとどまるe 一方、 ProjeclManagerには、続限行使に

伴う責任、現場の一切の権限が与えられる@

Presidentのように、収益の発生だけに綾限責任がとどまる組織を、 Rc、enueCenler、

Proj ec 1 ¥Ianagerのように、 l京怖と収益の発生の両方にまたがる湯合の組織は、 Pror i I C 
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(図 7・2・3) 一企業ー現場の組織(刊をもとに作成)

7・2・4・2 プロジェクトす且織

プロジェクト組織とは、プロジェクト ・チーム構造の組織のことである。プロジェクト

組織の企業とは、具体的には、 (図 7・2・4)に示すように、 t断裁がフ.ロジェクト

チームから成り立っている企業である.

-288 -



enter と称する.このほかに‘原!日の発生だけにぬ限l'if壬がとどまるi~U殺を、 Cos I Ccn f e 

T と言う，

(ぷ 7・2・2) 権限行使に伴う災任の組織上の位置

盛田憾に時3総

Revenue Ccnter 

Profi! Cenler 

Cosl Cenlcr 

7・2・4・3 n佐官g}3IJ組織

経済の成長、産業の発展、技術の向上にともなり.工事は大型化、長刻化、複雑化し、

使用する工事資源も底的に大規燦かつ多種類、質的に高度‘工程は高速化し、建設プロジ

ェクトは変貌し、現場環境も変化する。企業のトップと現場責任者の筒の単純な社内訪負

制では、採算性の管迎に限度が生じるs そこで近代的なマネジメントが必要になり、本部

と現場の機能と役割の分化が起きる。つまり企業戦略(経営)と、企業戦術(生産または

消化)の役割分但の分縦である。企業戦略の確立に伴う本社機能の誕生であるe この時点

で本社の組織は、企業として完結した機能を持つ儲造となる.

その先結組織とは、企業1::1体がプロジェクト組織だった時代の、プロジェクト ・チーム

他造が原点になる。プロジェクト環境の変化に適応するように、プロジェクト ・組織の時

代にはなかった機能、例えば.財務、法務、技術、税}1などが加わる.これが(図 7・

2・5)に示すような脈能別制l縦である。

巨三〕

白 1 ^~:;17 1 

巨ヨ 自 区日 巨ヨ
(図 7・2・5) 戦能別組織(時)

この職能i.lIJ組織を持つ本社(Headquqrlers.lleadOffice.lfome Office)の下部後関として‘

各々のプロジェクト ・チーム紘綴(ProjeclTeam. Si le Organizal ion. Field Organlzallon) 

が、 (図 7・2・6)に示すように.それぞれの現場に設置される。

|ア0/1.';トトムIIプロシ工外子叶 |ア日シェクト T叶 |州 刑 判|出と止とl

~~|〆ジ/

77アト

(図 7・2・6) 股能別組紘の本社とプロジェクト・チームの関係
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企業が大規模になり.プロジェクト ・チームの放が治加し、活動地域が全国レベルに広

がると.本(j;の配下に筏放の支l古(RegionalOlllce， sranch Orrice)をtliいて、支庖による

プロジェク卜・チームの管理β法(君事管理)が採用されるようになる。米国の大規模な建

設会社は、例外なく国内各所に支j苫を設けている。

本社の組織が1制Iiされ、機能が大きくなると、本社と現場の二元性の問題が生じてくる.

米悶では、マトリクス3且織によって対応してきた。

法32会社が、本社を集昨今的組織に変化させると、本社のJ1任と権限は、工事の入手から

工事資源の訓.Ji主にいたるl収益の発生と原価の発生にまたがる業務となる.本社は、 Pror11 

Ceuterに位置づけられる.

一方、現編のプロジェクト ・チームの武任と権限は、与えられる工事資源の有効活用と

いう原価の発生に関する業務にl浪られて、フ.ロジェクト ・チームは、 COS{Cenierに位置

づけられる。

(表 7・2・3) 組織による資任と縦限の変化

toγェクト担量

本社

プロジヱクト組織では、現場似Ijに大きな責任と滋限があったが、次の段階の職能別組織

では本社似IJに大きな氏(1とf{il限が移っている.

7・2・4・4 事業部制組織

集権的な性格を持つ組織の管理は、企業や生産の規模が拡大すると、部門と管嬰階層の

数が治大し、部門聞や七下のコミュニケーションが鈍化し、上防音[1の総織全体に対する状

況把径が能力範囲を超え、上主主 F逮や部門聞の翻鐙が困難になる。その結果、企業体質の

官僚(じi!l任意識の低下、本社と現j努の事L様、構成員の志気の低下というマイナス面が露

呈するようになる.対応策として、調整付加資源(幹部、スタッフ、従業員など)の投入‘

情報処理システムの改善.検断的協力関係の形成、自己完結型組織の形成などが必要にな

る(キ13)。その給泉、登士号するのが分権主針品をであるs 分続型組織は、分化した経営機能を

さらに紹分化し‘榔限を組織階J[jに紗議する組織である。分権型の組織では、責任と義持

を強制される支底や事業部l立、外部の組j純に頒らずに出来るだけ自己点任で行おうとする。

つまり責任と義務を負砲するに見合う権限を手中におさめることにより、分権型の組織運

営を円滑に進めようとする.そこで、分権型組織に共通する特徴は、自己完結型となるe

経営機能の分化にl立、呉体的には、地減拠点的な分化(RegionalOperal ion)、生産品目に
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従った機能の分化(DlvisionalOperalio日)などがある.

前者l立、地方支応への権限移設がその代表である.後者は， .~支部ifjtlで代表される.

分権管理方式は.平IJi惜のより効率的な追求という一定の目的をもった歴史的発展形態と

して登場したもので、条件、時間、場所に依存し規制されており、 ~H温的・万tJgi'!(Jな組織

原理ではない(本14)、とされている.わが国の建設会社で採用される分符型は、 l也i剥処.'#.主

義にもとづいて支庖を Proli t 白川町に位置づけた運営方法が機能を発抑しているが、米

国では、本社に事業部市lJを敷く方法が多いようである.

例えば、 BeChte1Corporatiooは、 1991年当時、 PrcsideI1tの下に、 (@7・2・7)

に示すような部門を配信した。

当社が公表した表現通りに、表示する。

|Chairman 01 Board I 

|soard 01 DireCiOrsl 

|Preside口tI

|①Bui1ding and !louSingl I②lofrasl川 lurel

Commercia1 Ollice 

|@National P附 ctI 

|Environtnenil 

lA e r 0 S P a c el 

lD e f p n c el 

(図 7・2・7) seChlel Corporationの分権型紙織の事例

①から④の4つの部門の長。lanagerof Inlraslruciureなど)は、その祝門の Opera1 i 

on (工事の指揮)と~Iarket (営業)の両方の責任者である。したがってこの節門の区分け

が、同社の事業部制を性j名づけるものと考えて2差し支えないと官、われる。

①はいわゆる建築工事。②は公共事業。@は産業ffi!i設。@は国家プロジェクトa

民間企業は、経済環境や営業上の理由で組j織の改廃変化が早くないので、現在もなおこ

の機精がそのまま保たれているとは考えられないが、同社の中長期の基本的企業戦略はう
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かがい知ることが出来ると思われる.

事業部の部門区分が.土木・建築ではなく‘市場の盛衰に迅速に適応できるような考慮

が働いている，つまり、景気回J向に合わせたの迅速なt滋縫対応を可能にしているというこ

とである。その結果、部門の改廃のテンポは、まことにめまぐるしい。同社トップのMr.B 

echlel (Chairm日n:ChlcfExeclive Officer)は、 「今後は米国内の大きな産業1m設の発展は

望めないので、新しい市場の院!妬が必要である。」という a 日本への参入は、そのl淡路の

上にあると考えられる。

7・2・4・5 分社組織(多重組織機構)

事業部制の分権性と独立性を.さらに押し進めた組織が分社組織である。事業部は、社

内的に独立した機能を保つように構築された制度だが、分社は、特定の企業構成部分を、

別企業に独立させる制度である。ただし、戦略の中心に親会社が居座り、分社された各社

は、続会社の企業戦略に組み込まれた活動を行う。

分社制は.事業部市lより独立色が強く、制約も少なく、委設される権限も大きく、評価

の透明性カ塙い。

分社制度には、コングロマリット組織と持ち株会社手品誌がある(本15)。

前者は、貌会社がt正式の100%を所有する子会社群組織である.

後者は、利益追求が日的であり、親会社が経営支配をしない.

米国の建設会社が、独立採算性や合理性の追求の経営i淡路の目的として探用する分社組

織は、前者の場合であり、次の三通りの形態が見受けられる。

①地域的な活動範囲に分化した分社組織目

②プロジェクトの穏類毎に分化した分社組織。

③親会社と独立した企業活動を目的とする分社組織，

③は、表面的には続会社との関係を断絶するための組織である。

親会社が組織労働者を使用するので、非組織労働者を使用するために子会社を設立する、

という例が起きている.

この子会社の形態の分権型組織は、最近我が国でもカンパニー制として、製造メーカ一

等に採用する企業が出てきて、注目を集めている(*18). 

しかし、建設会社には、まだそのような動きはない。
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(1)地成lJlJ分社

①の、地威的に分化し組鍛の事例を、 (図 7・2・8)に示す.

K i ewi 1 Group は、創立1886年のJl~~型的な HeaYï COnSlruCllO日(I~...j，工惇)を営業の主

力とする総合建設会社で‘ E'iR誌のランクで、 20 ~ 30伎の大手。 U習の網J卦けした子

会社群は、 Kiewi 1 Groupの企業活動を、各地域毎に分燃した存TEである。

Kiewi 1の説明によれば、 Paci f i cとは、 Guam、lIawai1. AI，川崎、および太平洋治伴3州、

Weslernとは、内陸西部 14州。 Easlernとは、内険東部から大西洋治岸までの残りの州、

と地域分割して、各子会社のテリトリーとしている、とのことである.

|Kiewil Conslruction G川 pInc.1 

Kiewit Construclion Company |Kicwi t Paci fic Com附 YI

Kiewi 1 Industrial Company lKiewit Weslern CODlPan 

Kiewi 1 Easlern Company 

(図 7・2・8) Kiewll Groupの地峻拠点型の分社の事例(キ16をもとに作成)
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(2)事業種目リ分社

②の、 ~II業の種額に応じて分化した手M殺事例として、 ßcchtel Corporalionが採ってい

る分社システムを、 (図 7・2・9)に示すe

Bechlel Petroleu田町 Chemical& Industrial Company 

iB e c h t e 1 P 0 w c r C 0 r p 0 r a 1 i 0 nl 

B e c h t e 1 C i v i 1 C 0 m p a n y 

Bechlel Nalional ，Inc. 

B e c h t e 1 M i n i n g & M e t a 1 s 

Becbtel Construclion Company 

Bccon Construction Company 

itBe山 el Construction lnternational Comp川|

HB e c h t e 1 E n t e r p r i s e s ， ..~ 

HBechtel Reserch & Development! 

|Bechtel Enl' iron田 en I a 1 . 1 11 C . 1 

(図 7・2・9) Bechtel Groupのプロジェクト種別毎の分社の事例(本11~~t減)
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(3 )独立型分社

先に挙げた Kie~i 1 Groupには、日1)の系列の子会社訴がある。それは③の、総会社から

独立して活動するために分化した組織である. (図 7・2・10)にそのlJf例を示す.

|川 j1 C川川lonGroup 1比|

Kiewi t Paci flc Company 

|Gi lbert Eωern C川 oraliOOI |Ki例 it I¥'estern加問YI

|Gi lberl So川 eTnCorporationl lKicwit Eastern Co田川YI

(図 7・2・10) Ki帥'it Groupの組合対策型の分社の事例(本16をもとに作ω

この図の左側の網掛けされた子会社哲学は、 Kiewi 1 Groupに属しながら、社名には81)の

じi1 ber tを冠し、ことさらに、 Kiewi1との距離を置こうとしているかのようである.この

Gi 1 ber tを名乗る子会社群は、 UtilON (職峻労働組合)対策から作られた.Ki r'llを名

乗る建設会社は、各工程毎に全米を網羅して結成されている UNIONと!ffimに!渇する統一協

定書を取り交わしている。これは、工事中の労働争議による混乱を抑止するもので、建設

会社の重要な労務対策となっている.一旦、協定者を締結した企業は、 UIIIONに加入する

組織労働者を雇用する義務が生じる。しかし、地域によりまたは時期により.組織労働者

の雇用が最適な選択にならない場合がある。場合によっては、好ましくない選択肢になる

こともある。その時の便法として、7JIJに設けた、 Gilberlを名采る子会社が、その工事を

引き受けて、非組織労働者を使って工事を完成させるのである.

7・2・5 企業経営t邸哉のマネジメント契約とワーク契約に対する適応性

7 . 2・5・1 企業形態の可能性

先の7・2・1に挙げた各種の企業形態の、特長々な制約のもとで、マネジメント実路者

とワーク実施者の企業形態は(表 7・2・4)に示すような可能性がある.マネヲメン

ト実路者とワーク実施者の附には、大きな相違は認められない.
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(表 7・2・4)企業形態による可能性

:iJι 、 3長 形 態 ワーク完雇者 T平〆メ〉ト主主E

個 }、 合 2長一 。 。
協 ~ I;!I dEコL 。 。
法人企業 私法人企業 株式会社 。 。

非株式会社 X 。
公法人企業 地方自治企業体 × × 

公益企業 体 × × 

共 同 企 2長 体 。 。
7・2・5・2 企業形態の適応性

建設企業の形態は、マネジメント実施者およびワーク実施者に対して、 (表 7・2・

5)に示すような適応性がある。この場合、ワーク契約の業務は、前負工事に限らず、設

計や証!IJ1i1:などを含んだ、契約上の完成義務を負う広い領域のハード技術を指している.

(表 7・2・5)建設企業形態による適応性

建設企業形態 ワーウ重量者 守平シ'メント実証者

総合iU設会社 。 。
専門工事会社 。 6. 

資機 材 納入業者 。 × 

資金計画コンサルタン ト X × 

設計・ ・構 造 事 務所 。 。
設計/施工会 社 。 。
マネジメント工事業者 × 。

0適応性あり ム一部適応可 ×不適

7・2・5・3 企業組織のマネジメント契約とワーク契約に対する適応性

先の7・2・4に挙げた建設会社の組織は、従来の伝統的な建設生産システムのワーク

契約に対して適応性が存在する。これらの組織形態における、マネジメント契約に対する

適応性を明らかにする。

(1)一企業ー現場の企業形態

マネジメント実施者が採用できる可能性は.同時に複数のプロジェクトを持たない短め

て小規模の企業にのみ、存在しうる.この場合のマネジメント実胞者は.ワーク実胞者 .

-Z98 -

5占負業者‘との兼業でなく専業者である。発注者の組織tV，nt(Qとなるオーナー製にも、発

注者に対して独立性を維持するエージェント.!tdにも、適応が可能である.

設計事務所の転身または兼業である設計拡張型、 u日空会社の転身または旅%iである訪i主
総張型、施工拡張型が存在する可能性は少ない.と考えられる。

(2 )プロジェクト組織

フロジェクト組織の設計事務所や建設会社が‘，1ft業としてマネジメント契約を行うこと

は可能である白両者ともに、共通してオーナー型を行うことは容易である.設計事務所は

設計拡張型、建設会社は部負拡張型や施工拡張型を.手儲けることが可能と恕われる.

(3)臓能llIJ$.且織

あらゆる形態の建設プロジェク トを、あらゆる建設生産システムで実施するのl二適応

性がある。専業のマネジメント実施者でも、設計事務所、建設会社が兼業でも.マネジメ

ント契約に適している。社内的には、従来の職能別組織の枠組みのなかで行うのが通例で

あり、別にマネジメン ト契約のセクション、例えばCM部など、を作って対応する事例の

報告はない。従来からの本業の著書積をもとに、マネジメント契約サービスの提供に進出し、

その経験をフィードパックするためには、佑長の組織上の糊iliみのなかで実行する方が、

兼業のメ リットがある、と恩われる。

(4)事業部制組織

マネジメン ト実施者専業者が、事業部市jを採用した!JS例の報告はない。彼等の企業組織

は大規模でないので、事業部制は、経営上に馴染まないと恩われる.Jrt業でおこなう大規

筏建設会社には、この組織形態をとるととろが多いようである.

(5 )分樹立織

分社は、大手建設会社に見られる企業組織である.マネジメン ト契約(MC)を兼業でおこ

なう場合、 従来の枠組みの中で行っているので、分宇~:組織でマネジメント契約サービスの

提供を行っている例は、多く見受けられる。先の事業部制の傾向と一致する。
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(6 )各積の企業組織の適応性の比絞

米国の建設関連企業で採用されている様々な企業組織とマネジメント契約は.主主理する

と、 (表 7・2・6)に示すような適応性が認められる。

(表 7・2・6) マネジメント契約に対する企業組織の適応性

専業 兼業 オーナー塁 ヱーグェントEザーピ減量E小iロシ'ェクト 大iロシ'工クト

一企業ー現場 。× 。。i x 。 × 

プロジェクト組織 。。。。。 。 × 

職能別組織 。。。。。 。 。
事業部制組織 。。 。。 。
分社組織 。。 。。 。

0適性がある ×不適性 一対象外

この中で、職能別組織が、信も広い版図にわたって、適応性が発揮されることが分かる.

7-3 企業経営上の意R

7・3・1 マネジメント契約の存在価値

マネジメント契約は、ワーク契約だけの場合と比絞して、 l羽目立な他位性が認められる場

合に存在価値が出てくるので、常に存在意義があるとは限らない.発注者ーはマネジメント

契約の選択が好ましければ、マネジメント契約を探用し、ワーク契約の採用が好ましいと

判断される場合には.ワーク契約だけを選択するだろう。

マネジメント契約の優位性の尺度は‘発注者側、受注者側の双方に存在するが、マネジ

メント契約の実現は、発注者の立場1::立った半111析が尺度になる.判断の基準になるワーク

契約だけの場合に対する最大の要素は、経済性(または採算性)の保証である.経済伎が

保証されない場合、経済性の保証を上回るメリットが、発注者に保証されなければ、発注

者はマネジメント契約を選択しないだろう、と思われる。

7・3・2 発注者仮IJの経済性

7・3・2・1 補完機能における発注者の経済性:プロジェクト管理費の低減効果

発注者が本来備えるべき機能、補完を目的としてマネジメント実1JfK1ffをは用する際の経

済性の意義とは、プロジェクト管理費の低減効果の可能性である，そのためには発注;(f側

の管理が質的に向上するか.少なくとも質が品針寺された上で、'i!思決の低減が泉たされな

ければならない.

その可能性を検証するために、次のような建設プロジェクトのモデルを設定する。その

モデルの原裂は、ワーク契約を選択し、全体の工事費用を Twとする。検証は工事段階に

限定する。建設プロジェクト全体の工事費用 (Tw) は、発注者自身の資周と受注者の~用

から構成される。発注者自身の費用は、発注者の管理費 (Ow)だけで占められる。受注者

の費用は、受注者の管理費 (Cw) と受注者の直篠工事費 (Dりから構成される。その貸

用構成は、 (図 7・3・1)に示すように、以下の関係にある。

Tw = 0.. + C~. + Dw 

|← ワーク契約による建設プロジェクト全体の工事費用川→

|発注者管理資 |受 注 者 間 配

Ow C .. 

直後工事費

Dw 

ワーク契約の

l使用機成

(図 7・3・1) ワーク契約の建設プロジェクトの費用機成
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(1 )オーナー型の経済性

発注者が、建設プロジェクトを実行するための峻能や能力が不足する場合、発注者の遺

択肢は2i湿りある.

そのiは、自らの不足する機能や能力の締充要員を新規に雇用することである。要員補

充に成功すれば、発注者はワーク契約を採用することが出来る。その場合の発注者の管理

費は‘先に挙げた Owである。

その2は、発注者の不足する機能や能力を補完するために、マネジメント実施者(MCr)を

採用することである。発注者を補完する能力を十分に備え経験が豊かなマネジメント実施

者を深用することに成功すれば、発注者は、自らが新規に雇用する要員よりも質が高い要

員を、マネジメント実施者から提供されるe 質とは人材の資質のことであり、質が良い人

材とは人数やマネジメントのf;:用が少なく仕事の処理能力が高いことを意味する。

(図 7・3・2)に示すように、マネジメント実施者から優れた要員の提供を受けた

発注者の管理費 (00+ Mo)は、自前で確保した要員を加えた管理費 (Ow)よりも低減

された場合、その関係は、 00+ Mo壬 Owである固

(図 7・3・2)の上場合、 00+ Mo + 0 = Owとなる。

この場合のマネジメント実施者の立場は、発注者の組織内に要員を派遣し、マネジメン

ト実施者としての人格を持たず、組織として狼立性を持たない.その形態はオーナー裂で

ある.オーナー型は、ワーク契約に彩響を及ぼさないので、受注者の管理費、直後工事'iJi

は変化しないと考えると、 Cw=Co、Ow=00となる.

そして、 Tw- To = 0となる.この Oが、オーナーlI'J.奴用による全fHt用の低減叡

である。これが.発注者のメリッ卜となる.

(2)エージェント型の経済性

発注者が、建設プロジェクトを実行するために必袈な機能や能t;のHIi完を受けるために、

マネジメント実施者の採用を決意した場合に、発注者の巡択肢は2巡りある.

その lは、自らの管理の主体性を維持しつつマネジメント実飽者(MCr)からilF¥遣された

要員によって補完を受ける形態で、これは先に挙げたオーナー型である。

その2は、自らの管理の主体性を放楽して、マネジメント実施者(MCr)に管理の主体を委

ねる形態である。エージエント型形態である@発注者の機能や能力の不足が、オーナー!I'd

を選択する場合より大きい場合に、選択する形態である。この形態では、マネジメント実

施者は、発注者を補完すると同時に、ワーク契約の締結相手である受注者の能力や後能に

応じた対応も可能となる。マネジメント実施者がある部分の管理を分担することによって、

低廉な管理費用でも質の高い管J:!I!を期待できる場合には、受注者を過重な管理j'i任から開放

し、マネジメン ト実}jf!j者がその部分の管理を引き受けることが出来る。エージェント裂で

はマネジメン ト実施者の管理範囲に、選択肢が存在する。

i←オーナ裂による建設プロジェクト全体の工事費用 (To) →| 

資
一

位

・:ι

理

一

↓一

一

者

一
C

一
路

一
c

注

一

一

銭

一

明

一
M

一
昨
一
M

開

百

一

糊

一
白

オーナーの貨用地成

|←ワーク鮒山町一 ト全体的費用問→

'発注者管辺焚 |受没者管理機j 直接工事費

ow j← Cw O~， 

|糊 眠、IC河野|受注者管埋設i 直接工事終

直接工事費

Oa ワーク契約の

費用構成

←工ー〆ェント型による建設プロジェクト全体の工事費用(Ta)→

(図 7・3・3) オーナー型とエージェント型の工事費用の比較

00 00 

オーナー型の

~O ← 貸用権成Mo Co 

|←ォーナ型による建設プ日クト全体の工事費用問一|

(図 7・3・3)に示すように、発注者の管理費 (Oa)は、オーナー型の時の管理貸

(00) より低減する。優れたマネジメント実路者(~!Cr) が、オーナー型の時よりも発注者

の機能の補完の範囲を土留大させ、ワーク実施者の管理範囲の一部を府代わりすることによ

り、マネジメント実施者の管理資 (Ma)は、オーナー型の時の管理資 (Mo)より増大す(図 7・3・2) ワーク契約とオーナー型の工事費用の比較

る。

オーナー型の場合の全体の工事費用 (TO)は、以下のような燐成になるa

To = 00 + Mo + Co + 00 

発注者とマネジメント実施者の管理費の合計額は、オーナー型の時 (Oo+ Mo)より

もエージエント型の時 (Oa+ Ma)のほうが増大する可能性がある。
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すなわち、 00+ l¥!o孟 Oa+ Maとなる.

マネジメント:足踏者が、受注者の管理の一部を分担することにより、受注者の管理決

(C a)は、オーナー砲の時の管理党 (Co)よりも低減する.

マネジメント尖施者の促供出来る管理業務が、発注者や受注者より優れていれば、エー

ジエント型における発注者、マネジメント実施者、受注者の三者の管理貨の合計額(Oa

+ Ma + Ca)は、オーナー型のH寺 (00+ Mo + Co)より低減する答である。

すなわち、 00+ Mo + Co ;;;; Oa + l¥1a + Caとなる。

その差額は、三者の管理費の費用低減額 (A)である。

(図 7・3・3)の場合、 00+ Mo十 Co= Oa + Ma + Ca十 Aとなる.

管理の主体性の~化が、直後工事費に影響を及ぼさなければ、 Do = Daである。

その結袋、全体の工事費用の構成と関係は、以下のようになる.

To = 00 + Mo + Co + Do = Oa十 Ma+ Ca + Da + A = Ta + A 

すなわち、 To- Ta = A となる.この Aが、採用による全体費用の低減額となる。

これは、発注者のメリットとなる。

(3)施工鉱張型の経済性

発注者の委託を受けたマネジメント実施者が、ワーク実施者である受注者を選定する場

合に、次の二つの選択肢がある。

その lは‘優れたマネジメント能力と低額の費用によって工事の完成を期待できる工事

会社を受注者として選択し‘ワーク契約を締結する(または発注者と締結させる)ことで

ある。これは‘先に挙げたエージヱント裂である。

その2は、能力と経験のあるマネジメント実施者自らが、ワーク実施者に代わって施工

業者の役割を来たす混合である.マネジメント実路者が受注候補者を審査選定する段階で、

自らが施工業者として工事を直接行うほうが、候補者たちよりも優れた工事を(質を落と

さないで管埋設を安く)行う確信を持ち、発注者に対してその見通しを保証できる場合で

ある。これは砿張型の形態である。

直接工事貨は変わらず((創業工事'i1(低減の可能性は、このモデルでは対象にしない)、

管理費の低減効果にのみヨー及した場合、エージェント裂と施工拡張型は、 (図 7・3・

4)のような比較均t可能となる.

巨豆司>1;t-j--!J'llorl ;t-j--!J'l l >巨三~or l r-:/ Ur!J'll>巨亙亘

l←エーγ工ント型による建設フ・ロジェクト全体の工事費用(Ta)→ l

lぺMaU←

資

一
事
一
a

工
一
D

宰三
5
4
a
-

直 コエージヱ刈用桃

MCrの管理紫 :

Mx 

費

一

事

一
x

工
一
D

接

一

直
→Ix I←脇工刷蜘町IHtI1

←施工拡張型による建設プロジェクトの全工事費用 (Tx)→ |

(図 7・3・4) エージェン卜型と施工拡張型の工事資j詞の比較

この場合、発注者の管理't!tには変化がなく、 Oa= Oxである.

マネジメン ト実施者の管理費 (Mx)は、エージエント!S'Jの時の管理資 (Ma)よりも.I¥)l

加するが、受注者であるワーク実施者の管理費 (Ca)をを合わせた費用よりも少ないこ

とが期待できなければならない。すなわち、Mx孟1¥1a+ Ca である.

(図 7・3・4)の場合、その差額は管理費全体の低減額(X)である。

したがって、 l¥'b+ X = Ma + C a となる。

直援工事重量は変化がないものとすると、 Da= Dx である.

全体の費用の構成と関係は、以下のようになる。

Ta Oa + Ma + Ca + Da = Ox + J¥1.x + Dx + X = Tx + X 

すなわち、 Ta- Tx = X である.

この Xが、施工鉱張型採用による低減税である。これは、発注者のメリットである.

(4)マネジメント契約形態の採用による経済性の倹対

管理貨が(図 7・3・5)に示す傾向で低減する可能性があること、を検証した.

(図 7・3・5) 各形態の管理貨の比較事例

この検証は、直接工事費は変化しないこと、期待できる能力と機能を備えたマネジメン

ト実施者が確保出来ること、などの条件を前提にして、包=理'J}(の低1成カ句能であることを、

定性的に示したものである。すなわち、直後工事費の低減効果を考慮しなくても.管理裂

の低減を可能にするマネジメン卜契約の選択肢が、存在しうる、ということである。

マネジメント契約の採用を決断するには、管理費の低減効泉を考慮することが重要であ
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る.そして、管理費低減効果には、発注者の管理貨を対象に含めた検討が.不可欠である。

7・3.2・2 代後え後能における発注脅の経済性:i直後工事貨の低減効果

IJJ来の建設生産システムの代替え機能とは、ワーク契約を修正 ・改善して、発注者にと

って有益なシステムに変更する機能を意味する。代替えを目的としてマネジメント契約を

選択する場合の経済性の意義とは‘プロジェクトの貸用.とりわけその中の直接工事費の

低減効果の可能性にある。そのためには、経済性に優れた設計、透明性の高い原価管理、

競争性の高い鈎透システムなどが、効果を発持しなければならない。

その可能性を検証するために、ワーク契約を採用した建設プロジェクトのモデルを設定

する.ワーク契約には‘設計胞工分間住 ・競争入札契約システム、設計施工システム、ター

ン・キー(性能発注契約)システムを考える。

倹廷は.プロジェクトの動機づけの段階から竣工までの全段階を対象とし、次のような

6つの段階から構成される。

①プロジェク トの動機づけから慨略設計まで :目的物を確定し、機能と性能を決定する。

②概略設計から基本設計まで:~~元、 品質、仕様を決定する。

③基本設計から入札(または積算)まで:契約条件を決定する.

④入札(または積算)から契約まで・契約金額を決定する.

代案の提案を義務づけるモデルとする.

⑤契約から;管工まで:工事資源(労務、資M、機械など)を部!遥 ・準備する。

⑤着工から綾工まで:工事を遂行する.
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(1)設計路工分隊・競争入札契約システムとマネジメント契約システムの比較

このシステムの代替えとしてエージエント型を場入し.マネジメント尖施者(IICr)が先

住者に代わって全段階を連続的にマネジメントする均合. (表 7・3・1)に示すよう

に、各関係者が果たす経済性の追求の努力とその効采が、期待される。

(表 7・3・1)設計胞工分離システムによる経済性効呆

対島1*量ワーク望的 エーシ.エント型

段階と各業務 完封|州制 MCr ~lrö 量H
①動機づけから概略設計まで 効果 。 。 。 。

(目的物の確定、機能と性能の決定) 対象 先住吉 発注者 日立者 古住吉

②概略設計から基本設計まで 効果 。 。 一。 。

(~者元 、 品質、 仕様の決定) 対象 完住吉 売住者 主住t書住者

l③基本設計 から入札腕で 効果 × A 。 ど主

(契約条件の決定) 対象 完在者 先住者 í!~5 
④入札 ・積算から契約まで 効果 × ム 。 。 /::; 。

(代案の提案/契約金額の決定) 対象 脱 I!!住者 売証書主主占 究住者

|⑤契約から着工まで 効果 。 × 一。

I (労務、資材、機械などの調達) 対象 革工者 基u
⑥者工から竣工まで 効果 一一。 × ー 。

(工事の遂行) 対象 革工者 出f
。決定的効果 O効果ム消極的 ×困難ー不可能

-307 -




